
公共施設整備・再編計画（改訂版）

平成30年(2018年) 4月 

茅ヶ崎市 



 天皇の退位等に関する皇室典範特例法（平成２９年法律第６３号）が、平成３１年４月３０日

に施行され、天皇陛下が御退位されます。御退位による皇位の継承が行われ、元号が改められま

すが、現段階においては、元号法（昭和５４年法律第４３号）の規定による政令の改正が行われ

ていないため、本計画における元号の表記は「平成」を用いることとし、改元後は新元号に読み

替えるものとします。 
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 本市では、人口の急増や行政需要の拡大により、公共施設の多くが昭和４０年代か

ら５０年代にかけて整備されているため、耐震性や設備の老朽化など、様々な課題を

抱えています。 

 そのため、平成２０年３月に「公共施設整備・再編計画」（計画期間：平成２０年

度から２９年度までの１０年間）を策定いたしました。 

 この計画は、昭和５６年以前に建築され、耐震性能に課題のある公共施設の再整備

を計画的かつ効果的に行うための計画であり、これまでに、市民の皆さま、関係団体

の皆さまのご理解ご協力をいただき、屋内温水プール、浜須賀水泳プール管理棟や市

役所本庁舎等の再整備を実施しております。また、未利用公有地の活用として鶴嶺西

コミュニティーセンター、高砂コミュニティセンター及び中海岸保育園、松浪コミュ

ニティセンター、消防署小和田出張所の移転整備等の整備を行い、さらに、学校施設

の再整備として小学校８校の大規模改修工事を実施してまいりました。  

 しかしながら、東日本大震災の復興、オリンピック需要に対する建設事業費の高騰

や消費税率の上昇、人口減少など、社会経済情勢が変化してまいりました。また、本

市では、「茅ヶ崎市総合計画基本構想」（計画期間１０年：平成２３～３２年度）に

定めた「将来の都市像」を実現するため、３０年度から３２年度に実施する具体的な

事業を示した「第４次実施計画」の策定しました。 

 そこで、これまでの「公共施設整備・再編計画」の基本理念を踏まえ、市民生活に

大きな影響を与えないこと、耐震性能の課題が多い公共施設から再整備することを基

本に、この計画に定める施設等の今後の事業費を見直すとともに財政負担の平準化を

図り、かつ、再整備の時期、規模、内容、財源などの基本的事項について改めて見直

しを実施し、これらの施設の最適な再整備のあり方について「公共施設整備・再編計

画（改訂版）」（計画期間：平成２０年度から３６年度までの１７年間）としてとり

まとめました。 

 本市の財政状況は、今後も少子高齢化に伴う扶助費等社会保障関連経費の増加が見

込まれるほか、行政需要の高まりに伴う人件費の増加、また平成２６年度からの市債

発行額の増加に伴う公債費の増嵩等により、義務的経費は増加しております。そうし

た状況にあっても、「公共施設整備・再編計画（改訂版）」は、平成３６年度までの

事業量を推計したなかで、施設そのものに対して多様化する市民ニーズや社会・経済

情勢の変化に対応しながら、効率的かつ効果的な事業の推進を図ることを基本として

います。 

 公共施設の再整備を推進していくためには、長期的な視点から効率的な行財政運営

を進めるとともに、効果的な資産運用を進めながら財政負担の軽減を図り、多角的な

視点から施設整備の財源を確保する必要があります。 

 今後も、平成２８年３月に策定された「茅ヶ崎市公共施設等総合管理計画」や「茅

ヶ崎市総合計画実施計画」等他の計画と連携を図りながら、平成３６年度までの７年

間に、次世代の方々にも安全で安心して利用していただけるよう公共施設の再整備を

着実に行うとともに、限られた財源のなかであらゆる手法を駆使して医療、福祉、教

育分野を始めとする事業や次世代の育成、人づくりに関する事業、都市基盤の整備な

どにつきましても引き続きしっかりと取り組んでまいります。 

■「公共施設整備・再編計画（改訂版）」の策定にあたって 
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 本市の公共施設の約半数が昭和５６年以前の建築基準法による旧構造基準（以下「旧耐震基準」

という。）により建設された建物であり、建物の構造により耐用年数は異なりますが、平成３２年

から耐用年数を迎え、それ以降、多くの公共施設が耐用年限に達します。 

 また、市民の高齢化や生産年齢人口（１５歳から６４歳）の減少など、将来にわたって税収の減

収が見込まれる一方、高齢者や障害者、子ども達に必要な社会福祉費、教育費の増加が想定され、

こうした社会・経済情勢の変化は本市の行政運営において大きな影響を与えることが予想されま

す。（図－２参照） 

 したがって、医療、福祉、教育などをはじめとする事業ついては、限られた財源をもとに様々な

手法を駆使して、これまでと同様にしっかりと取り組み、市民の日常生活に極力影響を与えないよ

いようにすることが必要です。 

  

図－1 床面積内訳（一般施設＋教育施設）平成３０年３月現在 

§１ 公 共 施 設 を 取 り 巻 く 状 況 

  

 

図－2 「茅ヶ崎市の人口について」平成２９年２月 

10.5％ 11.9％ 

（平成） 

10.7％ 14.0％ 

18.1％ 16.9％ 

60.5％ 57.4％ 

239,565 232,287 （人） 
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 再整備対象施設の範囲は、道路や橋梁、下水道などを除いた旧耐震基準の公共施設及び未利用の

公有地とします。  

 また、今後多くの公共施設が大規模な更新の時期を迎えることなどを考慮し、本計画の目標年次

は平成３６年度とします。 

 さらに、より具体的で実行性のある計画とするため、社会・経済情勢や本市の財政状況を踏ま

え、「茅ヶ崎市総合計画実施計画」と連携を図りながら、必要に応じて３年ごとに施設の再整備ス

ケジュールを示す「公共施設整備・再編事業計画シミュレーション」を見直します。 

 

 

■昭和５６年以前の旧耐震基準により

建設された公共施設 

 

■未利用の公有地 

（国有地、県有地、市有地、その他公

共団体保有地） 

諸 課 題 の 整 理 

 

市民ニーズの

多様化 

 

社会・経済 

情勢の変化 

§２ 再 整 備 対 象 施 設 の 範 囲 と 目 標 年 次  

 

再 整 備 対 象 施 設 

「公共施設整備・再編計画（改訂版）」の再整備対象施設の範囲 

効率的かつ効果的な再整備の実施 

市 民 サ ー ビ ス の 向 上 
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■公共施設の現状 
○施設の老朽化 

 築30年以上経過施設：全体の約58.0％ 

 これらの内、多くの施設は昭和５６年以前 

 の旧耐震基準により建設 

○市内公立小・中学校の学校施設の大部分

は、昭和４２年度から昭和６２年度に建設  

 昭和30年代建築： 5校（約16％） 

 昭和40年代建築：11校（約34％） 

 昭和50年代建築：11校（約34％） 

（平成30年3月現在） 

■社会・経済情勢 
○少子・高齢化の急激な進展（推計） 

 高齢化率：H22年21.4％→H32年26.7％→H42 

 年29.3％【茅ヶ崎市の将来人口推計】 

○人口減少時代（推計） 

H32年240,690人をピークに以降減少  

○厳しい財政状況 

 扶助費の増大 

  市税収入の減少 

◆ 「 公 共 施 設 整 備 ・ 再 編 計 画 （ 改 訂 版 ） 」 の 策 定 

§３ こ れ ま で の 検 討 経 過 

 
茅 ヶ 崎 市 の 施 設 整 備 状 況 

○昭和４０年代から５０年代の高度成長期の人口急増期に合わせ、多くの公共施設を建設。 

○阪神・淡路大震災後、子ども達の安全を確保するため、学校施設、保育園の耐震改修を優先的

に実施し、平成１９年度までにすべての小・中学校、保育園の耐震補強工事が完了。 

○平成２７年度までに、本計画中のIS値０．３未満（倒壊又は崩壊の危険性が高い）の施設の再整備

を完了。 

○平成２７年度に市役所本庁舎の建設が完了。 

茅 ヶ 崎 市 を 取 り 巻 く 現 況 と 課 題 

 
検 討 ・ 推 進 す べ き 事 項 

○施設そのものの市民ニーズへの的確な対応 

○耐震化対策の推進（Is値0.6未満の再整備対象施設の耐震化を早急に行うことを基本とする。） 

○老朽化対策（大規模修繕・維持補修）の計画的な推進 

○新たな「まちづくり」に対応する公共施設などの整備・再編 

■「公共施設整備・再編計画」の策定（平成２０年３月） 

 
「公共施設整備・再編計画」の整備プログラムを推進するための新たな課題 

■財政の悪化 
○少子高齢化、行政需要の高まり等による義

務的経費の増加 

○「公共施設等再編整備基金」の計画的な積

み立てが困難となる 

■経済状況の変化 
○現在の社会・経済情勢の大きな変化の中、

新たな消費税率の導入、建設事業費の高騰

や、新たに要求されるニーズが発生し、本

計画事業の推進に影響。 
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 今後も義務的経費の増加が見込まれる厳しい財政状況の中で、総合的に公共施設の再整備を推進

していくためには、これらの資産の有効活用と適正な管理を行っていくことが不可欠です。 

 そのため、公共施設を資産として捉えて最適な対策を行い、「アセットマネジメント（資産の管

理運用）」や「ファシリティマネジメント（施設の管理）」の考え方を取り入れた公共施設の総合

的なマネジメント（以下「公共施設マネジメント」という。）を行う必要があります。 

(1)公共施設は、適正な維持管理により、可能な限り長寿命化を図ります。 

(2)公共施設の適正なマネジメントを行うため、公共施設の再整備の方針及び維持管理の方針を

定めます。 

(3)公共施設の建て替え、新設を行う場合は、施設の複合化や統合、民間などの施設との複合化

を行うなど、様々な資産の活用を検討します。 

(4)学校施設に関しては、「茅ヶ崎市教育施設再整備基本方針」の中で再整備を推進していきま

す。 

(5)旧耐震基準により建設された全市的な施設、市内小・中学校施設などについては、「公共施

設整備・再編計画（改訂版）」において今後の再整備の方針を位置づけます。 

(6)「公共施設整備・再編計画（改訂版）」において、再整備の対象と位置付けられた施設は、

再整備後、「茅ヶ崎市公共建築物中長期保全計画」に基づいて維持保全を実施します。 

  

 

 

 

 

 

 

 

§４ 茅 ヶ 崎 市 の 公 共 施 設 マ ネ ジ メ ン ト 

 公共施設を資産として捉えて最適

な対策を行い、合理的な投資や管理

に役立て、最大の公共サービスを提

供する。 

■財務の視点  

 （資産の処分・投資） 

■不動産の視点 

 (施設の複合化、統合、廃止など有効

活用)  

 

 単体施設の適正な維持管理のため

の計画的投資を行い、施設の長寿命

化や省エネルギー化を図る。 

 

■建物管理の視点 

（長寿命化、省エネルギー化、良質

な躯体の確保） 
 

    

 
 

 

■公共施設整備・再編計画 

（平成２０年３月策定） 

■公共施設整備・再編計画（改訂版）

（平成２３年２月策定） 

■公共施設整備・再編計画（改訂版）

（平成２５年３月策定） 

■公共施設整備・再編計画（改訂版）

（平成２８年９月策定） 

■茅ヶ崎市公共建築物中長期保全計画 

（平成２２年７月策定） 

＜茅ヶ崎市における公共施設マネジメントの基本的事項＞ 

＜茅 ヶ 崎 市 の 公 共 施 設 マ ネ ジ メ ン ト＞ 

アセットマネジメント ファシリティマネジメント 

「茅ヶ崎市公共施設等総合管理計画」（平成２８年３月策定） 
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 「茅ヶ崎市の公共施設マネジメント」の基本理念を踏まえ、次の点を「公共施設整備・再編計画

（改訂版）」の基本的な考え方とします。  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

(1)昭和５６年以前に建設された公共施設、またはそれ以外でも、同一の敷地内の設置など対象施  

設との関連が密接な施設や機能の特性により整備が必要なものを検討対象とします。 

(2)市民ニーズや施設の利用状況、耐震診断結果、財政状況などを分析し、施設ごとの今後の再整  

備の方向性を示します。 

(3)整備プログラムの見直しを踏まえ、再整備対象施設の事業の実施時期、事業規模、事業費など  

は再検証後の事項を示します。 

(4)再整備事業は、一般財源負担分を「公共施設等再編整備基金」に特定することなく本計画の中

で優先順位を明確にし、茅ヶ崎市総合計画実施計画事業として実施します。 

(5)整備プログラムの設定時期を前期１０年（平成２０年度から２９年度）、中期３年（平成３０

年度から３２年度）、後期４年（平成３３年度から３６年度）に変更し、２９年度までに整備

が完了したものを前期、総合計画第４次実施計画期間内を中期、その後の整備プログラムの最

終年度の３６年度までを後期とします。 

(6)基本的に現行の機能のまま継続する施設以外のものについては、施設の複合化・統合・廃止、

民間などの施設との複合化を進めます。 

(7)公共施設の整備・再編の推進と政策課題の解決のため、市内における未利用の公有地の有効的

な利活用の方針を示すとともに、施設を廃止した跡地及び小規模な市有地については、売却を

行います。 

(8)公共施設の再整備にあたっては、建物の耐久性の向上、バリアフリーや省エネルギー、環境へ

の配慮を行うとともに、トータルコストの削減と市民サービスの向上を目指します。 

(9)本計画における各施設データなどについては、平成３０年３月末現在の数値を使用していま

す。 

＋ 

◆ 市 民 ニ ー ズ に 則 し た 公 共 施 設 の 再 整 備 

◆ 市 民 満 足 度 の 向 上 ・ 新 た な 価 値 の 創 造 

 

 

 

効率的かつ効果的な公共施設の再整備 

【整備プログラム（改訂版）】 

■公共施設再整備の方針 

昭和５６年以前に建設された公

共施設等の建て替え、耐震改

修等の方針・方策 

■未利用の公有地活用の方針 

市内の未利用の国有地、県有

地、市有地等の活用の方針・方

策 

■行政拠点地区再整備の方針 

市役所周辺地区の整備方針及

び本地区内の公共施設再整備

の方針・方策 

■学校施設再整備の方針 

市内公立小中学校施設の再整

備の方針・方策 

社会・経済情勢

の変化 

§５ 「公共施設整備・再編計画（改訂版）」の基本的な考え方  

＜「公共施設整備・再編計画（改訂版）」の基本的事項＞ 

＜「公共施設整備・再編計画（改訂版）」の構成＞ 

＋ コストの最小化 
市民ニーズの 

多様化 
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  Ｉｓ値０．７５以上（住宅は０．６以上）→現状のまま活用 

  Ｉｓ値０．７５未満（住宅は０．６未満）→再整備対象 

  整備対象施設との関連、機能特性により整備が必要 →再整備対象 

※Is値： 

Is値（構造耐震指標）とは、建築物の耐震性能（地震に対する安全性）を示す指標で、値が大き

いほど耐震性能が高くなる。耐震改修促進法や昭和５６年の建築基準法改正以降の強化された新耐

震基準で必要としている耐震性能は０．６以上であるが、応急対策活動の拠点となる公共施設に

は、耐震安全性を高めるため、０．７５（０．６×１．２５）以上の耐震性能を確保することが求

められている。【建設大臣官房官庁営繕部監修：「官庁施設の総合耐震診断・改修基準及び同解

説」（平成８年版・財団法人建築保全センター）】 

  再整備施設の優先順位については、基本的にIs値の低い施設から再整備を実施するとともに、施

設の利用状況や市民ニーズなどについても考慮します。 

§６ 対 象 施 設 の 再 整 備 の 進 め 方  

 １ 再 整 備 施 設 の 優 先 順 位 

安全性の

分類 

重要度

係数 
構造体の耐震安全性の目標 対象施設 

構造耐震 

判定指標の 

目標(Iso) 

Ⅰ類 1.5 
 大地震後、構造体の補修をすることなく建築物を使用

できることを目標とし、人命の安全確保に加えて十分な

機能確保が図られるものとする。 

庁舎等 

拠点病院 
0.9 

Ⅱ類 1.25 
  大地震後、構造体の大きな補修をすることなく建築物

を使用できることを目標とし、人命の安全確保に加えて

機能確保が図られるものする。 

学校 0.75 

Ⅲ類 1.0 
  大地震により構造体の部分的な損傷は生じるが、建築

物全体の耐力の低下は著しくないことを目標とし、人命

の安全確保が図られるものとする。 

上記以外の

一般公共建

築物等 
0.6 

【参考】 

＜ 昭 和 ５ ６ 年 以 前 の 旧 耐 震 基 準 に よ る 建 築 物 な ど ＞ 

(1)利用実態や市民ニーズに合わせ施設の有効利用を図ります。 

(2)経営的視点に立った施設管理を推進し、維持管理コストの縮減を図ります。 

(3)「茅ヶ崎市公共建築物中長期保全計画」に基づき適切な維持保全を図ります。 

■ 現 状 の ま ま 活 用 

複合化による建て替え、統合、廃止、耐震改修など 
(1)Is値により優先度を決定（Is値０．３未満を最優先する。）。 

(2)防災拠点、災害応急対策活動に必要な施設を優先。 

(3)昭和３０～４０年代建設のもの。 

(4)建築部材、設備機器の老朽化が著しいもの。 

(5)施設の機能の見直しが必要なもの。 

(6)他の公共施設、民間施設との複合化が可能なもの。 

■ 再 整 備 対 象  



8 

 

 本計画では、１「再整備が完了した施設」、２「機能を移転または複合化する施設」、３「耐震補

強及び設備改修工事などを実施する施設」、４「現状のまま活用する施設」、５「廃止する施

※再整備施設の状況と基本方針は、「§７ 各公共施設整備の状況および基本方針」に掲載 

※市民文化会館及び旧茅ヶ崎駐車場については、「§８ 行政拠点地区再整備の方針 ３ 地区内に

おける公共施設再整備の方針」に掲載  

※学校施設については、「§９ 学校施設の再整備の方針」に掲載  

※未利用の公有地活用については、「§１０ 未利用の公有地活用の方針」に掲載 

 １「再整備が完了した施設」 

 ２「機能を移転または複合化する施設」 

 ３「耐震補強及び設備改修工事などを実施する施設」 

 ４「現状のまま活用する施設」 

 ５「廃止する施設」 

 ６「行政拠点地区の再整備対象施設」 

  施設名 竣工年 所在地 備   考 

(1) 市体育館（旧体育館） 昭和41年 十間坂三丁目6-5 平成20年5月耐震改修工事完了 

(2) 屋内温水プール 平成22年 萩園820 平成22年3月建て替え工事完了 

(3) 殿山水泳プール 昭和45年 甘沼285-1 平成21年4月擁壁改修工事完了 

(4)  浜須賀水泳プール 昭和40年 浜須賀18-38 平成26年3月建て替え工事完了 

(5) 市役所本庁舎 昭和49年 茅ヶ崎一丁目1-1 平成28年1月新本庁舎供用開始 

(6) 消防本部（現在：消防署本署北棟） 昭和56年 矢畑1280－1 平成28年1月新本庁舎へ移転 

  施設名 竣工年 所在地 

(1) 福祉会館 昭和45年 中海岸二丁目2-42 

(2) 海岸青少年会館 昭和44年 中海岸三丁目3-10 

(3) 中海岸水泳プール 昭和35年 中海岸三丁目12986-22 

(4) 市営香川住宅 昭和42・43年 香川一丁目13-1外 

(5) 市営高田住宅 昭和43～45年 高田二丁目14-1外 

(6) 文化資料館 昭和46年 中海岸二丁目2-18 

  施設名 竣工年 所在地 

(1) 学校給食共同調理場 昭和47年 茅ヶ崎一丁目8-18 

  施設名 竣工年 所在地 

(1) 小出支所 昭和53年 芹沢888 

(2) 小和田公民館 昭和55年 美住町6-20 

  施設名 竣工年 所在地 

(1) ふれあい活動ホームあかしあ 昭和41年 松浪一丁目10-4 

(2) 老人憩の家 皆楽荘 昭和54年 堤1928-1 

  施設名 竣工年 所在地 

(1) 市民文化会館 昭和55年 茅ヶ崎一丁目11-1 

(2) 茅ヶ崎駐車場(現在：茅ヶ崎第１駐車場） 昭和57年 茅ヶ崎二丁目2-20 

 ２ 再 整 備 施 設 の 区 分 
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 （１）市体育館（旧体育館） 

 ①施設の状況 

 

 

 

 

 

 
  ※〈 〉表示については、耐震補強前の市体育館の施設状況を示します。   

 

 ②市民ニーズ 

 

 
  

    

 

 

 ③施設運営の方針 

 

 

 

 

 
 

  

（２）屋内温水プール 

  ①施設の状況 

 

 

 

 
  

 

  

 

※現行法の新耐震基準で設計されているため、耐震性能については問題がありません。 

  〈 〉表示については、建て替え前の屋内温水プールの施設状況を示します。 
    

  ②市民ニーズ 

 

 

 

  

  ③施設運営の方針 

 

 

 

 

竣 工 年 昭和41年  構 造 階 数 ＲＣ造3階建 

敷 地 面 積 2,941.81㎡  延 床 面 積 2,359.67㎡ 

Is値(構造耐震指標)  
耐震改修後   0.83 

施設整備状況  
平成20年5月耐震改修工

事完了 耐震改修前 <0.19> 

今後も市民ニーズや地域特性を活かし、子どもや高齢者、障害者など誰もが安全に

利用できるよう、引き続き市民の健康の増進の場として機能の充実を図ります。な

お、「茅ヶ崎市公共建築物中長期保全計画」に位置付け、施設の適正な管理を行いま

す。 

 高齢化社会に向けて、健康づくりの視点からも市民のスポーツに対するニーズはさ

らに高まると考えられ、身近な場所におけるスポーツ施設の要望は高くなります。 

 施設の建て替えにより旧施設と比較すると利用者数が増えており、また、急激な高

齢化の進展の中で、健康増進を目指す高齢者の利用はますます増加するものと考えら

れます。 

 旧屋内温水プールと同様に隣接する環境事業センターからの余熱を利用した施設と

なっています。新しい屋内温水プールは、プールの他にトレーニング室や会議室も設

置しているため、健康増進とスポーツ・レクリエーションなど、生涯スポーツの拠点

のひとつとして施設運営を目指します。なお、「茅ヶ崎市公共建築物中長期保全計

画」に位置付け、施設の適正な管理を行います。 

§７ 各 公 共 施 設 整 備 の 状 況 及 び 基 本 方 針  

竣 工 年 
平成22年 

<昭和56年>  
構 造 階 数 

ＲＣ＋Ｓ造2階建  

〈同上〉 

敷 地 面 積 
4,242.9㎡ 

<4,622.04㎡> 
延 床 面 積 

1,997.59㎡  

<1,076.68㎡〉 

Is値(構造耐震指標)  施設整備状況  
平成22年3月建て替え工

事完了 
<0.23>  

 １ 再 整 備 が 完 了 し た 施 設 
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 平成２０年度に南側の擁壁改修工事を完了しているため、「茅ヶ崎市公共建築物中

長期保全計画」に基づき、施設の適正な管理を行い、安全性を確保した中で施設を継

続していきます。 

 市域北側地区の見晴らしの良い公園プールとして、市民に親しまれ利用されてお

り、利用者はここ数年横ばいの傾向ですが、幼児用の円形プールは人気があり、子ど

もたちの利用が多数を占めます。市域北側の唯一のプールとして、立地環境もよいこ

とから、今後も一定数の利用が予測されます。 

  

竣 工 年 昭和45年 構 造 階 数 ＲＣ造平屋建 

敷 地 面 積 2,149㎡ 

177.66㎡ 延 床 面 積  
I s 値 ( 構 造 耐 震 指 標 ) 2.19 

（３）殿山水泳プール 

 ①施設の状況 

 

 

 

 

 

 

 ②市民ニーズ 

 

 

 

 

 

 ③施設運営の方針 

 

 

 

 

 

（４）浜須賀水泳プール 

 ①施設の状況 

 

 

 

 

 

 

 ※現行法の新耐震基準で設計されているため、耐震性能については問題がありません。 

  〈 〉表示については、建て替え前の浜須賀プール管理棟の施設状況を示します。 
 

 ②市民ニーズ 

 

 

 

 

 

 

  

 ③施設運営の方針  

竣 工 年 
平成26年 

<昭和40年> 
構 造 階 数 

ＲＣ造 

<ＣＢ造平屋建> 

敷 地 面 積 2,850㎡ 延 床 面 積 
153.14㎡ 

<172.92㎡> 

I s値 (構造耐震指標 ) <診断なし> 
平成26年3月建て替え工

事完了 
施 設 整 備 状 況 

 ３つの形態の異なるプールを有し、敷地規模が他の市営プールと比較して最も大き

いプールです。利用者も最も多く、近年も微増の傾向にあり、特に幼児用プールに人

気があります。 

 緑に包まれた公園内という立地環境や多様なプールを有しているため人気もあり、

今後も一定の利用者が見込まれ、周辺の宅地開発の状況により、近年の傾向のとおり

利用者の増加も期待できます。 

 夏期において、子供たちに親しまれてきた施設であり、再整備後は、特に衛生面が

改善され適正な運用がされています。さらに津波避難機能を有しており地域の防災施

設として今後有効に活用される施設となります。 
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（５）市役所本庁舎 

 ①施設の状況 

 

 

 

 

 

 

  
  ※現行法の新耐震基準で設計されているため、耐震性能については問題がありません。 

  〈 〉表示については、建て替え前の市役所本庁舎の施設状況を示します。 
 

 ②施設運営の方針  

 

 

 

 

 

 

（６）消防本部（現在：消防署本署北棟） 

 ①施設の状況 

 

 

 

 

   

  
 

   ※現行法の新耐震基準で設計されているため、耐震性能については問題がありません。 

  〈 〉表示については、旧消防本部（現：消防署本署北棟）の施設状況を示します。 

 ②施設運営の方針 

 

 

 

 

 
    

竣 工 年 
平成28年 

<昭和49年> 
構 造 階 数 ＳＲＣ造７階建 

敷 地 面 積 
23,238.06㎡ 

<14,655.71㎡> 
延 床 面 積 

20,180.20㎡ 

<13,760.78㎡> 

I s値 (構造耐震指標 ) <0.25> 
平成28年1月新庁舎供

用開始 
施 設 整 備 状 況 

 新たな庁舎は、免震構造とし耐用年数９０年を目指した建物となっております。旧本

庁舎の解体後、跡地については防災機能を有した広場として整備するとともに効果的な

資産活用を検討します。これからも、環境に配慮しながら「茅ヶ崎市公共建築物中長期

保全計画」に基づき目標耐用年数まで計画的に適正な施設管理を行ってまいります。 

竣 工 年 <昭和56年> 構 造 階 数  <ＳＲＣ造２階建> 

敷 地 面 積 <2671.08㎡> 延 床 面 積 
20,180.20㎡ 

<681.77㎡> 

I s 値 ( 構造 耐震指 標 ) <0.99> 
平成28年2月新庁舎に

移転供用開始 
施 設 整 備 状 況 

 通信指令業務を含めた消防本部機能を市役所本庁舎に移転し、新たな消防本部として

運用しております。旧消防本部と旧通信指令庁舎については、消防署の機能として活用

しております。また、現在は消防署本署を消防活動の拠点として位置づけ、さらなる消

防力の充実強化に取り組んでいきます。 
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（１）福祉会館 

 ①施設の状況 

 

 

 

 

 

 

 ②市民ニーズ 

 

 

 

 

 

 ③再整備の必要性 

 

 

 

 

 ④再整備の方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

竣 工 年 昭和45年 構 造 階 数 ＲＣ造3階建 

敷 地 面 積 2,254.52㎡ 
延 床 面 積 1,851.65㎡ 

I s 値 ( 構 造 耐 震 指 標 ) 0.38 

  利用者は増加傾向であり、高齢者団体、社会福祉関係団体の利用が多い傾向にあり

ます。また、本地区の地域団体による利用も多く、具体的には、団体の活動や囲碁・

将棋、健康体操などで利用され、一般の貸し館的要素が強くなっています。現在は、

様々な地域活動の拠点として施設利用が行われております。 

 施設の耐震性能や設備の老朽化に大きな課題があるため、地域活動や地域福祉の拠

点、世代間交流施設として新たな機能により再整備を行う必要があります。  

 福祉会館と海岸青少年会館については、現状の利用状況を踏まえ、青少年の交流や

健全育成の機能と福祉会館の機能を有し、性別や年齢、地域を問わず、誰もが利用し

やすい新たな施設((仮称)茅ヶ崎公園体験学習施設)として整備します。 

 平成２８年度に、実施設計を完了し、２９・３０年度で建設工事を行います。な

お、移転後の当敷地については、既存建物を解体後売却を行います。 

■事業実施時期：整備プログラム前期から中期（平成２１年度から３１年度） 

 ２ 機 能 を 移 転 ま た は 複 合 化 す る 施 設 
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 本施設は、昭和４０年代に県が勤労青少年の活動の場や青少年愛護を目的として建

設し、その後、市が移管を受けたものです。 

 利用者は、そうした移管当時の目的から変化していますが、青少年の居場所の確保

や青少年が自ら自主的・自発的に学び、活動するための育成支援が求められており、

その機能を有していくことが必要です。 

 施設は、平成２７年度に解体済みです。 

 

施設の耐震性能や設備の老朽化に大きな課題があります。青少年の活動や健全育成

の機能の場と、地域活動の拠点、世代間交流の場として再整備を行う必要がありま

す。 

（２）海岸青少年会館 

 ①施設の状況＜解体済み＞ 

 

 

 

 

 

 
  ※〈 〉表示については、解体前の海岸青少年会館の施設状況を示します。 

 ②市民ニーズ 

 

 

 

 

 

 

 ③再整備の必要性 

 

 

 

 

 ④再整備の方針 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

竣 工 年 <昭和44年> 構 造 階 数 <ＲＣ造4階建> 

敷 地 面 積 <2,548.44㎡> 
延 床 面 積 <1,217.89㎡> 

I s 値 ( 構 造 耐 震 指 標 ) <0.41> 

解体前の利用状況を踏まえ、青少年の交流や健全育成の機能と福祉会館の機能を有

し、性別や年齢、地域を問わず、誰もが利用しやすい新たな施設((仮称)茅ヶ崎公園体

験学習施設)として整備します。 

 平成２７年度には、仮設棟への移転、解体工事、新たな施設の基本設計を完了して

おり、２８年度に、実施設計を完了し、２９・３０年度で建設工事を行います。 

■事業実施時期：整備プログラム前期から中期（平成２１年度から３１年度） 
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（３）中海岸水泳プール 

 ①施設の状況 〈解体済み〉 

 

 

 

 

 

 
  〈 〉表示については、解体前の中海岸水泳プールの施設状況を示します。 
 

 

 ②市民ニーズ 

 

 

 

 

 

 ③再整備の必要性 

 

 

 

 

 ④再整備の方針 

 

 

竣 工 年 <昭和35年> 構 造 階 数 <ＣＢ造平屋建> 

敷 地 面 積 <2,467.0㎡> 

延 床 面 積 <114.0㎡> 
I s 値 ( 構 造 耐 震 指 標 ) － 

  国道１３４号の南側にある海水浴場に隣接したプールとして、古くから市民に親し

まれて利用されてきましたが、施設は平成２０年度に解体済みです。 

 茅ヶ崎海岸グランドプランに基づき漁港周辺地区の海岸づくりが進む中で新たな

ニーズへ対応する必要があります。 

  特色のある立地環境を活かし、将来の海岸づくりにおける施設整備との連携を図る

ことにより、プールという機能にとどまることなく、再整備により有効な資産として

活用を図る必要があります。 

  単独プールとしての機能に特化せず、茅ヶ崎海岸グランドプランにおける海岸利用

者利便施設を取り込むなかで、市民の憩いの場として、民間事業者との協働も視野に

入れながら、再整備を検討します。 
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（４）市営香川住宅 

 ①施設の状況 

 

 

 

 

 

 
   

   

   ②市民ニーズ 

 

 

 

 

 
  

   ③再整備の必要性 

 

 

 

 
 

 ④再整備の方針 

 

 

 

 

 

（５）市営高田住宅 

 ①施設の状況 

 

 

 

 

 

 
 

 ②市民ニーズ 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

竣 工 年 
昭和41・42年 

昭和53・54年 
構 造 階 数 

ＰＣ造2階建 

ＰＣ造5階建 

敷 地 面 積 7,921.93㎡ 

延 床 面 積 6,674.50㎡ 
I s 値 ( 構 造 耐 震 指 標 ) 

0.67 

(5階建て) 

２階連戸建て棟について、中層住宅として建て替えを行います。市営住宅総戸数の確

保のため、当該地での整備戸数増を計画します。 

■事業実施時期：整備プログラム後期（平成３３年度から３６年度） 

竣 工 年 
昭和43～45年 

昭和45年 
構 造 階 数 

ＰＣ造2階建 

ＲＣ造5階建 

敷 地 面 積 8,116.25㎡ 

延 床 面 積 5,182.78㎡ 
I s 値 ( 構 造 耐 震 指 標 ) 

0.77 

(5階建て) 

  市営住宅の中でも高田と並び総戸数が最も多く（１１８戸）、そのうち２階連戸建て

棟（２４戸）については、昭和４０年代初めに建てられたもので老朽化が進んでいます。

本市の住宅政策として、高齢化や福祉など住宅困窮者に対する住宅セーフティネットの構

築を図るため、一定規模の公的賃貸住宅の供給が必要です。 

 ２階連戸建て棟については、耐用年数や設備の老朽化の状況から建て替えの必要があ

りますが、市営住宅総戸数の確保を図るため、当該地を有効活用し、効果的に再整備

を行っていく必要があります。 

 市営住宅の中でも香川と並び総戸数が最も多く（１１８戸）、すべての棟が昭和４

３～４５年にかけて建てられたもので老朽化が進んでいます。 

 本市の住宅政策として、高齢化や福祉など住宅困窮者に対する住宅セーフティネットの

構築を図るため、一定規模の公的賃貸住宅の供給が必要です。 
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  ③再整備の必要性 

 

 

 

 

 

 

④再整備の方針 

 

 

 

 

 

 

 

（６）文化資料館 

 ①施設の状況 

 

 

 

 

 

 

 ②市民ニーズ 

 

 

 

 

 
 

 ③再整備の必要性 

 

 

 

 

 
  

  ④再整備の方針 

 

 

 

 

竣 工 年 昭和46年 構 造 階 数 ＲＣ造2階建 

敷 地 面 積 999.74㎡ 

延 床 面 積 433.07㎡ 
I s 値 ( 構 造 耐 震 指 標 ) 0.48 

 ２階連戸建て棟の住宅の廃止に伴い、小和田地区に新たな市営住宅を整備し移転し

ます。小和田地区での整備戸数不足分については、香川住宅の再整備において補完

し、市営住宅総戸数を確保します。なお、移転後の高田市営住宅の敷地については、

段階的に売却します。  

■事業実施時期：整備プログラム後期（平成３６年度） 

施設の展示・保管スペース、駐車場を確保する中で、現在の民俗資料館との一体的

管理や下寺尾地区の史跡、遺跡との連携を図るため、「（仮称）茅ヶ崎市歴史文化交

流館」として堤地区へ移転し、再整備を行います。なお、移転後の当敷地について

は、既存建物を解体後売却を行います。 

■事業実施時期：整備プログラム前期から後期（平成２２年度から３５年度） 

  ２階連戸建て棟については、耐用年限や設備の老朽化の状況から、建て替えの必要

がありますが、本敷地は第一種低層住居専用地域であり、１０ｍを超えるものは建築

不可能です。建て替えにあたっては土地の有効活用や他施設との複合化を前提とする

ため、当該地での建て替えは困難です。 

 文化資料館は、開館以来、本市の文化的または自然誌的郷土の資料の調査、収集、

研究、保管、教育・普及活動を市民の協力で進めてきました。最近では、児童、生

徒、学生の利用も多く利用者は微増の傾向にあります。 

 また、文化財保護に関する市民の意識やニーズも高まっています。 

 施設の老朽化や展示・保管スペースの確保、駐車場の不足等によるアクセス環境の

悪さ等の課題があり、他地区へ移転し、機能拡充による再整備が必要です。 

 また、本市では、民俗資料館や史跡、遺跡を含めた歴史・文化財の総合的な拠点づ

くりが必要とされています。 
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（１）小出支所 

 ①施設の状況 

 

 

 

 

 

  

 ②市民ニーズ 

 

 

 

 

 
   

      ③再整備の必要性 

 

 

 

 ④再整備の方針 

 

 

 

 

 

 

 

（２）小和田公民館 

 ①施設の状況 

 

 

 

 

  

 

 ②市民ニーズ 

 

 

 
     

 

 

   ③再整備の必要性 
 

   

竣 工 年 昭和53年 構 造 階 数 ＲＣ造2階建 

敷 地 面 積 787.3㎡ 
延 床 面 積 472.24㎡ 

I s 値 ( 構 造 耐 震 指 標 ) 0.51 

 耐震改修及び計画的な設備改修を行い、「茅ヶ崎市公共建築物中長期保全計画」に

基づき施設の適正な管理を行います。 

 平成２９年度には耐震改修設計が完了し、３０年度は耐震改修工事を行います。 

■事業実施時期：整備プログラム前期から中期（平成２９年度から３０年度） 

竣 工 年 昭和55年 構 造 階 数 ＲＣ造2階建 

敷 地 面 積 1,590.69㎡ 
延 床 面 積 785.16㎡ 

I s 値 ( 構 造 耐 震 指 標 ) 0.67 

 本支所は小出地区の防災活動や地域づくりの拠点として役割が求められています。

現在、耐震性能及び設備の老朽化に課題があるため、再整備が必要です。 

 北部の行政拠点としての支所であり、利用者も一定規模で推移しています。また、

行政運営全般における北部地域の総合窓口的な要素も担っています。 

 支所として多様な業務を行っていますが、更なる行政サービスの充実が求められて

おり、北部地域だけでなく、全ての市民に対しての対応が可能であることから利用者

数の拡大も望めます。 

 少子・高齢化が進行する中で社会教育の拠点として、地域課題や生活課題、また地

域の人々との関係づくり、世代間交流など、地域の人たちが学び、つどい、交流する

場としてのニーズがますます高くなっています。 

 現在の利用状況や今後の市民ニーズなども考慮し、身近で親しみが持てる地域のつ

どいの場として、耐震改修により施設を存続する必要があります。 

 ３ 耐 震 補 強 及 び 設 備 改 修 工 事 な ど を 実 施 す る 施 設 



18 

 

 ④再整備の方針 

 

 

 

 

 

 

 

 耐震改修及び計画的な設備改修を行い、「茅ヶ崎市公共建築物中長期保全計画」に基

づき施設の適正な管理を行います。 

 平成３２年度に実施設計を行います。 

■事業実施時期：整備プログラム中期から後期（平成３２年度から３３年度） 
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（１）ふれあい活動ホームあかしあ 

 ①施設の状況 

 

 

 

 

 

 

 ②市民ニーズ 

 

 

 

 

 

 ③再整備の必要性 

 

 

 
  

 ④再整備の方針 

 

 

 

 

（２）老人憩の家 皆楽荘 

 ①施設の状況  

 

 

 

 

 

 

 ②市民ニーズ 

 

 

 

 

 ③再整備の必要性 

 

 

 
  

 

  ④再整備の方針  

  

 

 

竣 工 年 昭和41年 構 造 階 数 ＲＣ造平屋建 

敷 地 面 積 653.7㎡ 

延 床 面 積 258.6㎡ 
I s 値 ( 構 造 耐 震 指 標 ) 0.77 

「茅ヶ崎市公共建築物中長期保全計画」に位置付け、施設の適正な管理を行います。 

竣 工 年 昭和54年 構 造 階 数 ＲＣ造平屋建 

敷 地 面 積 1,337㎡ 
延 床 面 積 356.58㎡ 

I s 値 ( 構 造 耐 震 指 標 ) 1.35 

「茅ヶ崎市公共建築物中長期保全計画」に位置づけ、施設の適正な管理を行います。 

 市が設置した地域作業所で、管理運営は社会福祉法人茅ヶ崎市社会福祉事業団が

行っております。 

 障害者自立支援法の施行に伴い、新たな機能の充実の必要性から、平成２４年４月

に生活介護事業に移行し、施設のニーズは、より高まっています。 

Is値は、０．７７であることから、耐震性能には問題はなく、耐震改修などの再整

備を行う必要は特にありません。 

 市内４箇所ある老人憩の家として、北部地域の市民に活用されており、利用者は横ば

いです。しかしながら、高齢化が急速に進行する中で、老人憩の家については、利用者

ニーズが拡大していくものと予想されます。 

 Is値は、１．３５であることから、耐震性能には問題はなく、耐震改修等の再整備

を行う必要は特にありません。 

 ４ 現 状 の ま ま 活 用 す る 施 設 
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（１）学校給食共同調理場 

 ①施設の状況 

 

 

 

 

 

 

 ②市民ニーズ 

 

 

 

 
   

     ③再整備の必要性 

 

 

 

 

 ④再整備の方針 

 

竣 工 年 昭和47年 構 造 階 数 ＲＣ造2階建 

敷 地 面 積 2,599.92㎡ 
延 床 面 積 1,415.25㎡ 

I s 値 ( 構 造 耐 震 指 標 ) 0.54 

 今宿小学校の自校式給食場の完成後、本施設を廃止します。施設廃止後の跡地利用

については検討します。 

■事業実施時期：整備プログラム中期から後期（平成３１年度から３６年度） 

 市内の全小学校１９校のうち、１８校が自校式給食場により、児童に給食を提供し

ています。現在、学校給食共同調理場で調理して、配送されている今宿小学校の保護

者からも自校式給食場の設置が望まれています。 

現在、本施設を利用している今宿小学校については、平成３０年度に自校式給食場

を設置する予定です。 

 ５ 廃 止 す る 施 設 
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 市役所周辺地区は、市民文化会館、総合体育館、中央公園などが集中し、中心市街地にあること

から利便性も高く、様々な行政サービスの拠点となっています。また、災害対策本部が設置される

市役所や臨時宿泊施設となる市民文化会館、広域避難場所となる中央公園など災害時の重要な拠点

でもあります。 

 しかしながら、本地区に立地している公共施設も耐震性能への課題や設備の老朽化を迎えてお

り、施設の再整備が課題となっています。また、これからの少子高齢社会に向けて、持続可能な行

政サービスを展開していくうえでは、新たな行政機能のより一層の充実が必要です。 

 市では、こうした状況を踏まえ、平成２０年度に本地区の将来像、再整備の方針、地区内の中核

施設である市役所本庁舎の再整備など、行政拠点地区全体のグランドプランを定めた「茅ヶ崎市行

政拠点地区再整備基本構想」※を策定しました。 

 一方、現在、本市のまちづくりの骨格となる茅ヶ崎駅周辺の中心市街地、辻堂駅西口周辺地区、

香川地区、浜見平地区の各拠点づくりと連携し、それぞれの機能を分担しながら、２４万都市にふ

さわしい行政拠点づくりを行っているところです。 

 行政拠点の整備にあたっては、次の３つの基本コンセプトに基づき、既存の公共施設の再整備と

新たな機能の拡充を行います。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

○防災上重要な機能（災害対策本部、臨時宿泊施設、広域避難場所）を充実し、防災拠点 にふさ

わしい施設の整備を行います。 

○本地区の公共施設は、地震災害への対応を充分に行うとともに、災害時においても市民生活に関

わる様々な情報が保護できる機能を確保します。 

○市役所本庁舎、分庁舎は危機対応の拠点であり、地震災害時における災害緊急対策等の危 

 機管理に万全を期すための施設とします。 

○市民文化の育成、発信のための拠点として、市民文化会館を核とし、機能の充実を図ります。 

○行政拠点地区内の公共施設間の機能連携を図ることで、文化・生涯学習活動の拠点にふさわしい

新たな機能の充実を図ります｡ 

○行政拠点をひとつの核として、来街者を増やし、中心市街地の活性化を行います。 

○市民生活の利便性を向上させるため、行政拠点地区における公共施設の機能の拡充やサービス

の見直し等により、公共サービスの更なる向上を図ります｡ 

※「茅ヶ崎市行政拠点地区再整備基本構想」（平成２１年３月策定） 

 「公共施設整備・再編計画」に基づき、市役所周辺の行政拠点地区の将来像、再整備の方針、

地区内の施設の再整備の方針、地区内の中核施設となる市役所本庁舎の再整備のための基本構想

及び地区全体の整備プログラムを位置づけたものです。 

§８ 行 政 拠 点 地 区 再 整 備 の 方 針  

 １ 行 政 拠 点 地 区 再 整 備 の 基 本 的 な 考 え 方 

（１）安全・安心の拠点づくり 

（２）文化・生涯学習の拠点づくり 

（３）中心市街地の活性化と市民生活の利便性向上 
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敷地 現況 用途地域 
建ぺい率 

容積率 
敷地面積 

Ａ 
市役所西側駐車場 

【現在：市役所本庁舎】 
一種住居 60 

200 
8,883㎡ 

Ｂ 分庁舎 商業 
80 

400 

Ｃ 
本庁舎、市役所北側駐車場 

【現在：市役所旧本庁舎（解体済）】 
商業 

80 

400 
約14,355㎡ 

Ｄ 庭園 商業 
80 

400 

Ｅ 
茅ヶ崎駐車場 

【現在：茅ヶ崎第1駐車場】 
近隣商業 

80 

300 
4,960㎡ 

Ｆ 中央公園 一種住居 
60 

200 
40,001㎡ 

Ｇ 市民文化会館 商業 
80 

400 
9,758㎡ 

Ｈ 総合体育館 商業 
80 

400 
12,236㎡ 

合計 － － － 約90,193㎡ 

市道5004号線（新国道線） 

市道4002号線 

(中央公園線) 
市道5563号線 

(分庁舎北側市道) 

（
茅
ヶ
崎
中
央
通
り
） 

県
道4

5

号
線 

国道１号 

Ｈ 
Ｇ 

Ａ 

Ｂ 
Ｃ 

Ｄ 

※許容延べ床面積は、斜線、日影制限などは反映していません（建物用途・形状により異なります）。 

Ｆ 

Ｅ

図－3 各敷地の配置及び面積などは、「茅ヶ崎市行政拠点地区再整備基本構想／平成21年3月」より一部を修

正をしております。 

 ２ 地 区 の 位 置 づ け 
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（１）市民文化会館 

 ①施設の状況 

 

 

 

 

 

 

 ②施設の課題など 

 

 

 

 

 

 
  

  ③これまでの経過 

 

 

 

 

 

 ④再整備の方針 

 ３ 地 区 内 に お け る 公 共 施 設 再 整 備 方 針 

竣 工 年 昭和55年 構 造 階 数 ＲＣ造４階建 

敷 地 面 積 9,757.9㎡ 

延 床 面 積 10,770.31㎡ 
I s 値 ( 構 造 耐 震 指 標 ) 0.44 

・１階から４階のすべての階で耐震性能に課題があります。 

・空調、給排水設備などが老朽化しており、内外壁タイルのはく離も発生していま

す。 

・バリアフリー対応が不十分です。 

・ホールそのものの施設状況は良いが、客席椅子のサイズが小さく狭あいです。 

 平成２１年度から２２年度には、耐震改修及び大規模リニューアル工事の実施設計

を行いました。 

 なお、２９年３月から３０年７月まで同工事を行います。 

○施設の特性、耐用年数、現施設の存在意義などを総合的に考慮し、施設の安全性の

確保と長寿命化を図るため、耐震改修及び大規模リニューアルを行います。 

○施設の再整備にあたっては、バリアフリー対応を行うとともに、本施設の特性であ

る音響機能の低下をまねかない整備手法を取り入れます。 

■事業実施時期：整備プログラム前期から中期（平成２１年度から３０年度） 
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 （２）茅ヶ崎駐車場（現在：茅ヶ崎第１駐車場） 

①施設の状況

②施設の課題など

③再整備の方針

竣 工 年 昭和57年 構 造 階 数 Ｓ造４階建 

敷 地 面 積 4959.69㎡ 
延 床 面 積 10,046.69㎡ 

I s 値 ( 構 造 耐 震 指 標 ) 0.66 

 当初の設置目的は、茅ヶ崎駅周辺に訪れる人々のための駐車場でしたが、その後、

周辺における民間駐車場施設の整備が進み、施設利用者は減少の傾向にありました

が、現在は行政拠点地区の他の駐車場と連携した活用を行っております。 

○耐震改修を行い、適正な維持管理により、施設の長寿命化を図ります｡

○一般の駐車場のほか、行政拠点地区における公共施設利用者の駐車場として運営し

ております｡

○耐震改修を行うまでの間においても、行政拠点地区全体の駐車場需要等の状況を踏

まえながら、民間を活用した効率の良い再整備手法も含め検討してまいります。

■事業実施時期：整備プログラム後期（平成３３年度から３４年度）

（１）資産運用 
  公共施設再整備により生まれた未利用地等余剰敷地については、駐車場などの暫定利用や民間

への定期借地などによる資産運用の可能性を検討し、今後の財政運営に対して効率的かつ有効的

な活用を行います。 

 具体的には、仮設庁舎として利用していた敷地を行政拠点地区内という地域性に合わせた、民間に   

よる生活利便、文化レクレーション、商業など賑わいを生み出す集客性ある施設の導入を目指しま

す。 

 ４ そ の 他 

茅ヶ崎駐車場 

本庁舎 
分庁舎 

総合体育館 

市民文化会館 

中央公園 

対象地 
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 本市の学校施設は、平成３０年３月現在、小学校１９校、中学校１３校の計３２校であり、その

床面積の合計は、２４万㎡に達しています。これらの大部分は、昭和４２年から昭和６２年度まで

の間に建設された鉄筋コンクリート造・鉄骨造の校舎、屋内運動場、給食調理場、プールです。こ

れらは、かつて、建物の不燃化と児童・生徒数の急増対策を目的として建設されたものですが、今

後、徐々に耐用年数を迎え、膨大な改築需要が見込まれます。 

 阪神・淡路大震災以降は、校舎などの耐震性能の確保が緊急の課題となりましたので、本市で

は、平成１９年度までにすべての校舎及び屋内運動場の耐震改修工事が完了しました。 

 この間も内外壁、設備機器などの改修、更新などを計画的に行ってきましたが、耐震改修工事に

要する経費が増大し、大規模改修事業や環境改善事業が先送りになっており、耐震改修のみを実施

した学校と先行して整備した大規模改修校や新設校との施設面における学校間格差が生じていま

す。 

図－4 建築年度別の小・中学校の床面積（平成30年3月現在） 

§９ 学 校 施 設 の 再 整 備 の 方 針

 １ 学 校 施 設 の 現 状 及 び 課 題 
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○今後の７年間も継続して大規模改修事業や環境改善事業を行い、先行して整備した大規

模改修校や新設校との施設面における学校間格差をなくすため、大規模改修工事を計画

的に進め、できる限り施設の長寿命化を図ることとします。 

○耐用年数を迎える小・中学校の建て替えについては、１校当たりの費用が約３０億円必

要なこと、財源に充てる国の補助金などの特定財源が未確定なことなどから、地方自治

体にとって学校施設の建て替えは共通の大きな問題です。そのため、学校施設の再整備

の計画については、平成２９年１２月策定の「茅ヶ崎市教育施設再整備基本方針」及び

今後策定予定の「（仮称）茅ヶ崎市教育施設再整備基本計画」の中で検討します。 

施設整備の遅れにより、建築部材や設備機器の更新時期の３０年を超えている施設が多 

い状況から、今後７年間は、建築後３０年を超えた施設（平成２０年３月時点）で大規模

改修未整備校の施設整備を行います。これにより、新設校や既改修校との学校間格差の減

少を目指します。 

＜改修対象校＞ 

■小学校：１４校 

  茅ヶ崎小、鶴嶺小、松林小、西浜小、小出小、松浪小、梅田小、香川小、浜須賀小、

鶴が台小、柳島小、小和田小、今宿小、円蔵小 

■中学校：６校 

  第一中、鶴嶺中、松林中、浜須賀中、北陽中、中島中 

 ※小中学校全３２校のうち残りの１２校は、大規模改修を完了した学校と平成２０年３

月時点で建築後３０年を超えていない学校 

＜大規模改修事業スケジュール＞   

 ２ 学 校 施 設 再 整 備 の 基 本 的 な 考 え 方 

 ３ 大 規 模 改 修 の 方 針 

＜財源内訳＞ 

国･県支出金  6.98億円 

地方債    13.77億円 

基金       6.40億円  

一般財源    5.77億円 

＜財源内訳＞ 

国･県支出金  15.98億円 

地方債    25.17億円 

基金         6.50億円 

一般財源     5.65億円 

＜財源内訳＞ 

国･県支出金  0.81億円 

地方債    1.32億円 

基金       0億円 

一般財源    1.65億円 

浜須賀小学校 

柳島小学校 

鶴嶺小学校 

松林小学校 

香川小学校 梅田小学校 

（ことばの教室） 

西浜小学校 松浪小学校 

茅ヶ崎小学校 

鶴が台小学校 

小出小学校 今宿小学校 

円蔵小学校  

松林中学校 鶴嶺中学校 

北陽中学校 中島中学校 

前期１０年 

（平成２０年度～２９年度） 

中期３年 

第４次実施計画 

（平成３０年度～３２年度） 

後期４年 

（平成３３年度～３６年度） 

■事業費   32.92億円 

  

  
 

  

  

  

 ■対象施設 

 2.78億円 

  
  

  

  

  

  

  

  
 

 約53.30億円 

  

  
  

  

  

  

  

   
 

小和田小学校 

浜須賀中学校 

第一中学校 
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 市内において一定規模で未利用の公有地（市有地、県有地及び国有地、その他公共団体保有地）

については、公共施設の再整備や懸案となっている本市の政策課題のために利活用を行います。 

 また、今後、市内の国有地及び県有地等について、新たに国、県等より提案があった場合や、新

たな市有地及び茅ヶ崎市土地開発公社保有地についても必要に応じて活用の可能性を検討します。 
 

 ＜対象用地＞                            平成３０年３月現在 

    

 

分 類 用  地 面 積 備  考 

１ 市有地 

(１) （仮称）小出第二小学校用地 16,621.53㎡ 
暫定スポーツ広場

などとして利用中 

(２) 茅ヶ崎一丁目地区庁舎西側用地 8,882.80㎡ 
平成27年度 

本庁舎建替 

(３) 中海岸一丁目地区旧図書館跡地 1,574.44㎡ 
平成23年度 

地域集会施設 

及び保育園建設 

(４) 萩園地区寄附用地 1,094.00㎡ 
平成22年度複合型

地域集会施設建設 

(５) 茅ヶ崎一丁目地区庁舎北側保有地 981.59㎡ 
自動車待機所 

などとして使用中 

(６) 資源物選別処理施設跡地 13,195.15㎡ 

平成29年度 

警察署予定地とし

て一部売却 

平成29､30年度 

地域医療センター

等複合施設建設 

(７) 旧さつきホーム跡地 936.55㎡ 
平成27年度 

売却済み 

(８) 元町地区保有地 171.27㎡ 
平成22年度 

売却済み 

(９) 仮設庁舎跡地 約1,700㎡ 
平成33年度 

資産活用開始予定 

(１) 小和田三丁目地区県土木試験場跡地 2,542.23㎡ 

２ 県有地  

平成29年度 

市営住宅外複合 

施設実施設計 

(２) 常盤町地区県営住宅茅ヶ崎テラス跡地 2,457.43㎡ 

平成26年度複合型

地域集会施設建設 

平成28年度消防 

出張所建設 

３ 国有地 
 汐見台地区経済産業省茅ヶ崎臨海研究 

施設跡地 
14,665.00㎡ (１) 

平成22年度 

小学校建設 

§10 未 利 用 の 公 有 地 の 活 用  
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（１）（仮称）小出第二小学校用地（敷地面積：16,621.53㎡） 

  

 

 

 

 

 
 

（２）茅ヶ崎一丁目地区庁舎西側用地（敷地面積：8,882.80㎡） 

 

 

 

（３）中海岸一丁目地区旧図書館跡地（敷地面積：1,574.44㎡） 

 

 

 

（４）萩園地区寄附用地（敷地面積：1,094.00㎡） 

 

 

 

（５）茅ヶ崎一丁目地区庁舎北側保有地(敷地面積：981.59㎡） 

 

 

 

 

 

（６）資源物選別処理施設跡地(敷地面積：13,195.15㎡） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○再整備の方針 

 今後、教育施設としての活用を目指します。整備プログラム全体の財源調整を行い

ながら事業実施時期を検討します。 

■事業実施時期：整備プログラム前期から後期（平成２８年度から３６年度） 

平成２７年度に本庁舎建て替え完了。 

平成２３年度に高砂コミュニティーセンター及び中海岸保育園整備完了。 

平成２２年度に鶴嶺西コミュニティーセンター整備完了。 

○再整備の方針 
 行政拠点地区再整備における通路、自動車待機所などの用地として活用します。 

■事業実施時期：整備プログラム中期から後期（平成３０年度から３６年度） 

 １ 市 有 地 

○再整備の方針 

資源物選別処理施設は、平成２３年度に寒川町に１市１町によるリサイクルセン

ターが建設されたことにより、２５年度に都市計画決定を変更しました。 

同敷地は１３，１９５．１５㎡ありますが、そのうちの３，８２８．１８㎡は茅ヶ

崎警察署移転予定地として２９年度に神奈川県へ売却をしました。また、休日・夜間

急患センターと三師会（医師会、歯科医師会、薬剤師会）事務所との複合施設とし

て、（仮称）茅ヶ崎市地域医療センター等複合施設の建設をしております。これらの

計画のため、現在の資材置き場と消防訓練施設を２８年度に移転しました。さらに、

新千ノ川橋ポンプ施設が整備されたことにより、跡地北側の県ポンプ施設についても

２８年度に解体をしました。なお、同敷地の活用に先立ち土壌の状況を把握するた

め、平成２１年度に自主調査として土壌調査を実施するとともに、平成２４年度に既

存施設解体及び土壌汚染対策を実施しました。 

行政拠点地区の機能強化と「安全・安心な拠点づくり」の実現のため、土地の公共

的利活用を目指します。 
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（７）旧さつきホーム跡地(敷地面積：936.55㎡） 

（８）元町地区保有地(敷地面積：171.27㎡） 

（９）仮設庁舎跡地(敷地面積：約1,700㎡） 

 平成２７年度売却済み。 

 平成２２年度売却済み。 

 民間による活用と収益性のある資産運用の２つの視点を捉え、市財政運営に寄与すること

が重要であります。 

平成３３年度資産活用開始。 
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（１）小和田三丁目地区県土木試験場跡地(敷地面積：2,542.23㎡） 

（２）常盤町地区県営住宅茅ヶ崎テラス跡地（敷地面積：2,457.43㎡） 

（１）汐見台地区経済産業省茅ヶ崎臨海研究施設跡地（敷地面積：14,665㎡） 

平成２２年度に汐見台小学校及び汐見台児童クラブ整備完了。 

○再整備の方針
市営香川住宅及び高田住宅の再整備などに伴う移転先として市営住宅、児童クラ

ブ、地域包括支援センターなどの複合的公共施設用地として活用します。 

 平成２１年度に関係団体や地元自治会の皆様のご意見をお伺いしながら「（仮称）

小和田市営住宅外複合施設建設に伴う基本計画及び基本設計」を完了しました。今後

は、３０、３１、３２年度で複合施設の建設を行います。 

■事業実施時期：整備プログラム前期から中期（平成２１年度から３２年度）

○再整備の方針
市民の利便施設及び消防施設の整備を計画することで、未利用公有地の活用を図り

ます。用地は平成２４年度神奈川県より購入済み。 

市民の利便施設として、平成２５年度に松浪地区地域集会施設を建設しました。さ

らに、２８年度には消防署小和田出張所の移転整備を行い、２９年度当初に供用開始

しました。消防署小和田出張所移転後の跡地については売却とし、売却益については

地域の住環境や安全性の向上に資するよう活用するため、「第４次実施計画」期間中

には、一定の考え方を整理し地域の皆様へ説明してまいります。 

■事業実施時期：整備プログラム前期（平成２４年度から２８年度）

 ２ 県 有 地 

 ３ 国 有 地 
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 整備プログラムの見直しは、事業手法や事業の規模、実施の時期の変更などにより事業費が増加

する一方で、国・県支出金などの減少、地方債の増加、施設の整備を推進するなかで「公共施設等

再編整備基金」の減少など、様々な課題との調整が必要です。 

 こうした状況を踏まえ、再整備事業は平成２３年度以降、再整備事業費の一般財源の負担分を

「公共施設等再編整備基金」に特定することなく、「公共施設整備・再編計画」の対象施設の中で

優先順位を明確にし、茅ヶ崎市総合計画実施計画事業として実施するとともに、事業シミュレー

ションについては、「茅ヶ崎市総合計画実施計画」の策定にあわせて必要に応じて見直しを行って

まいりました。さらに、労務単価や資材の高騰により建設事業費の増額が見込まれることから、対

象施設の事業費の再検討を行い全体の事業費と整備プログラムを見直します。 

 見直しの基本的な考え方としては、「第４次実施計画」以降の再整備対象施設であり耐震性に課

題のある施設（文化資料館、小出支所、小和田公民館、茅ヶ崎駐車場）のうち、IS値の０．６（耐

震改修促進法で求められているIS値）未満の小出支所及び文化資料館については、平成３２年度及

び平成３３年度までに再整備を行います。 

IS値０．６以上の施設（小和田公民館、茅ヶ崎駐車場）についても、平成３６年度までに再整備を

完了させることとします。 

 今回の改訂では、平成２０年度から３６年度までの期間のうち、整備が完了した２９年度までを

前期１０年間とし、３０年度から３２年度を中期、３３年度から３６年度を後期とした３区分に見

直します。  

§11 整 備 プ ロ グ ラ ム

 １ 整 備 プ ロ グ ラ ム 見 直 し の 基 本 的 な 考 え 方 
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＜財源内訳＞

国・県支出金19.96億円

地方債  104.77億円 

基金   33.56億円 

一般財源   50.50億円 

＜財源内訳＞ 

国・県支出金 20.47億円 

地方債  44.34億円 

基金    12.18億円 

一般財源  5.65億円 

＜財源内訳＞ 

国・県支出金 7.91億円 

地方債 48.94億円 

基金    1.78億円 

一般財源   12.30億円

未利用地の売却益 

8.24億円 

未利用地の売却益 

4.50億円 

屋内温水プール 

浜須賀水泳プール 

市役所本庁舎 

中海岸プール 

汐見台国有地活用 

萩園地区寄附用地活用 

旧図書館跡地活用 

資源物選別処理 

施設跡地 

旧さつきホーム跡地 

常盤町テラス跡地活用 

（松浪コミュニティセ

ンター・消防署小和田

出張所） 

福祉会館 

海岸青少年会館 

小出支所 

市民文化会館 

小和田三丁目地区 

県土木試験場跡地 

前期１０年 

（平成20年度～29年度） 

中期３年 

第４次実施計画 

（平成30年度～32年度） 

後期４年 

（平成33年度～36年度） 
全期合計 

■事業費  208.78億円

 

■対象施設

  

 70.93億円 

  

82.64億円 

 

 

  

 概算事業費 

   362.35億円 

 ＜財源内訳＞ 

 国・県支出金 

48.34億円 

地方債 

198.05億円 

基金 

47.52億円 

一般財源 

68.45億円 

 ＜その他＞ 

未利用地の売却益 

18.37億円 

学校施設再整備 

市営香川住宅 

市営高田住宅 

文化資料館 

小和田公民館 

学校給食共同調理場 

茅ヶ崎駐車場 

（現:茅ヶ崎第１駐車

場） 

(仮)小出第二小学校用地

活用 

 ２ 「公 共 施 設 整 備・再 編 計 画（改 訂 版）」 整 備 プ ロ グ ラ ム 

未利用地の売却益 

5.63億円 

仮設庁舎跡地 
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ま

ま
活

用
す

る
施

設
（

現
在

は
対

象
な

し
）

　
　

（
分

類
５

）
廃

止
す

る
施

設
　

　
（

分
類

６
）

行
政

拠
点

地
区

の
再

整
備

対
象

施
設

対
象

公
有

地
（

分
類

１
）

市
有

地
　

　
　

　
　

　
　

　
　

（
分

類
２

）
県

有
地

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

（
分

類
３

）
国

有
地

　
　

分
類

１

前
期

（
２

０
～

２
９

年
度

・
１

０
年

間
）

中
期

（
３

０
～

３
２

年
度

・
３

年
間

）

３
０

年
度

再
整

備
対

象
施

設
及

び
未

利
用

公
有

地
対

象
用

地
の

分
類

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

年
度

　
施

設
名

等
建

設
年

耐
震

結
果

Ｉ
ｓ

値
３

１
年

度
３

２
年

度
３

３
年

度
３

４
年

度
３

５
年

度
３

６
年

度

後
期

（
３

３
～

３
６

年
度

・
４

年
間

）
全

想
定

事
業

費
又

は
全

実
績

事
業

費
備

考

浜
須

賀
水

泳
プ

ー
ル

－

市
役

所
本

庁
舎

（
0

.2
5

）

再 整 備 対 象 施 設

市
体

育
館

（
旧

体
育

館
）

（
0

.1
9

）

屋
内

温
水

プ
ー

ル
（

0
.2

3
）

殿
山

水
泳

プ
ー

ル
2

.1
9

分
類

３

小
出

支
所

0
.5

1

小
和

田
公

民
館

0
.6

7

学
校

給
食

共
同

調
理

場
0

.5
4

市
営

香
川

住
宅

0
.6

7

市
営

高
田

住
宅

0
.7

7

文
化

資
料

館
0

.4
8

分
類

２

福
祉

会
館

0
.3

8

海
岸

青
少

年
会

館
（

0
.4

1
）

中
海

岸
水

泳
プ

ー
ル

－

対 象 公 有 地

分
類

１

(仮
称

)小
出

第
二

小
学

校
用

地

資
源

物
選

別
処

理
施

設
跡

地

旧
さ

つ
き

ホ
ー

ム
跡

地

分
類

6

市
民

文
化

会
館

0
.4

4

茅
ヶ

崎
駐

車
場

(現
：

茅
ヶ

崎
第

１
駐

車
場

）
0

.6
6

中
海

岸
一

丁
目

地
区

旧
図

書
館

跡
地

萩
園

地
区

寄
附

用
地

学
校

施
設

再
整

備

(1
)

汐
見

台
地

区
経

済
産

業
省

茅
ヶ

崎
臨

海
研

究
施

設
跡

地

分
類

２

小
和

田
三

丁
目

地
区

県
土

木
試

験
場

跡
地

常
盤

町
茅

ヶ
崎

テ
ラ

ス
跡

地

一
般

財
源

計

公
共

施
設

整
備

・
再

編
事

業
費

計

財
源

内
訳

国
・

県
支

出
金

 
地

方
債

（
県

貸
付

金
含

む
）

公
共

施
設

等
再

編
整

備
基

金

未
利

用
地

の
売

却
益

基
　

金
　

積
　

立
　

額

　
基

　
金

　
残

　
高

解
体

工
事

解
体

工
事

耐
震

改
修

等

実
施

設
計

耐
震

改
修

等

実
施

設
計

耐
震

改
修

等

建
設

工
事

用
地

売
却

事
後

調
査

大
規

模
改

修
工

事

建
設

工
事

既
存

解
体

建
設

工
事

・
移

転

大
規

模
改

修
工

事

家
屋

調
査

２
１

年
度

建
替

完
了

２
０

年
度

擁
壁

改
修

完
了

2
1

年
度

基
本

計
画

策
定

2
1

年
度

基
本

計
画

策
定

2
７

年
度

既
存

解
体

完
了

２
９

年
度

実
施

設
計

２
８

年
度

実
施

設
計

修
正

２
３

年
度

建
設

工
事

完
了

２
２

年
度

建
設

工
事

完
了

２
４

年
度

解
体

･
土

壌
汚

染
対

策

２
７

年
度

用
地

売
却

２
９

年
度

実
施

設
計

２
６

年
度

集
会

施
設

建
設

ほ
か

２
２

年
度

建
設

工
事

完
了

２
５

年
度

再
整

備
完

了

２
９

年
度

解
体

完
了

建
て
替

え
工

事

耐
震

改
修

・
大

規
模

改
修

基
本

・
実

施
設

計

建
設

工
事

用
地

売
却

１
９

年
度

耐
震

改
修

工
事

旧
小

和
田

出
張

所
解

体
・用

地
売
却

（
こ
の

期
間

内
に
実

施
予

定
）

解
体

工
事

事
後

調
査

２
９

年
度

実
施

設
計

ア
ス
ベ
ス
ト
調

査

用
地

買
替

2
0

年
度

解
体

完
了
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36 

耐震関連用語解説

Is（構造耐震指標）≧Iso（構造耐震判定指標）

◇構造耐震指標 Is

Is＝ Eo × SD × T
Eo：保有性能基本指標（強さとねばりから求める値）

SD：形状指標（形や重量のバランスなどによる補正係数）

T：経年指標（ひび割れ、変形、老朽化などの経年変化による補正係数）

◇構造耐震判定指標 Iso

Iso＝Es × Z × G × U
例：0.75（0.9）＝0.6×1.0×1.0×1.25（1.5）
Es：耐震性能基本指標 （一次診断0.8 二次、三次診断 0.6）
Z：地域指標（その地域の地震活動や想定する地震動の強さによる補正係数）

G：地盤指標（表層地盤の増幅特性、地形効果、地盤と建物の相互作用による補正係数）

U：用途指標（建物の用途による補正係数）

◇Is値0.6以上の根拠

1968年十勝沖地震(M7.9、震度5）および1978年宮城県沖地震(M7.4、震度5）で中破以上

の被害を受けた鉄筋コンクリート造建築物の二次診断を実施し、被害状況を分析した結果導

いた数値。 

（被害状況の分析結果 ：十勝沖地震および1978年宮城県沖地震）

Is値が0.6以上の建物に中破以上の被害が生じていない。また、Is値が0.6を下回るとIs値が

低くなるに従って被害を受ける可能性が高くなる。 

（被害状況の分析結果 ：兵庫県南部地震） 

1995年兵庫県南部地震において、学校施設７４棟を対象に二次診断を実施し、Is値と被害

状況を分析した結果、Is値が0.6以上の建物は若干の例外はあるが概ね小破程度以下、0.4～
0.6は、大多数に中破以上の被害、倒壊、大破となる場合もあり、0.4以下の建物の多くは、

倒壊または大破した。 

◇安全の判定基準

Is≧0.6かつｑ（保有水平耐力にかかる指標）≧1.0
（CT･SD値≧0.3 累積強度(CT)、建物の形状(SD)）

耐震改修促進法ではIs値≧0.6かつqが1.0以上の場合について「地震の震動及び衝撃に対

して倒壊し、又は崩壊する危険性が低い」と評価されるものなっている。 

◇CT・SD判定の目的

総合的にはIs値が0.6を上回った場合でも、それが粘り強さの指標が大きい建物の場合地

震で大きな変形が生じることで大破する場合があり、これらの被害を防ぐために建物にある

程度の強度を確保する目的 

◇Is値による判定理由

1981年以前の旧構造、または耐震基準の建物は、設計法が現在と異なるため、現在と同様

な「保有水平耐力」に基づく方法で耐震性の検討を行うことができない。従って、耐震診断

では建物の強度や粘りに加え、その形状や経年状況を考慮した構造耐震指標：Is値を計算す

る。 

◇保有水平耐力

建物が地震による水平方向の力に対して対応する建物の強さ 

資料１ 
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耐
用
年
数

経
過
年
数

(
残
年
数
)

最
小

I
s
値

最
小

C
T
・
S
D
値

(
1
)

市
体
育
館
（
旧

体
育

館
）

十
間

坂
三

丁
目

6
-
5

2
,
9
4
1
.
8
1
 
㎡

2
,
3
5
9
.
6
7
㎡

(
2
,
2
6
5
㎡
)

Ｓ
４
１

Ｒ
Ｃ
造

３
階
建

6
0

5
0

（
1
0
）

第
１
種

住
居
地
域

指
定
避
難
所
以
外
の
公
共
施
設

0
.
8
9

(
0
.
1
9
)

0
.
3
5

(
0
.
0
6
)

（
3
）

(
2
)

屋
内
温
水
プ
ー

ル
萩

園
8
2
0

4
,
2
4
2
.
9
㎡

(
4
,
6
2
2
.
0
4
㎡
)

1
,
9
9
7
.
5
9
㎡

(
1
,
0
7
6
.
6
8
㎡
)

Ｈ
２
２

Ｒ
Ｃ
造
・
Ｓ
造

２
階
建

6
0

6
（
5
4
）

工
業
専

用
地
域

指
定
避
難
所
以
外
の
公
共
施
設

(
3
)

殿
山
水
泳
プ
ー

ル
甘

沼
2
8
5
-
1

2
,
1
4
9
㎡

1
7
7
.
6
6
㎡

Ｓ
４
５

Ｒ
Ｃ
造

平
屋
建

6
0

4
6

（
1
2
）

第
１
種

中
高
層
住
居

専
用
地
域

指
定
避
難
所
以
外
の
公
共
施
設

2
.
1
9

2
.
3
6

（
３
）

(
4
)

浜
須
賀
水
泳
プ

ー
ル

浜
須

賀
1
8
-
3
8

4
5
6
9
.
2
0
㎡

（
2
,
8
5
0
㎡
）

1
5
3
.
1
2
㎡

（
1
7
2
.
9
2
㎡
）

H
２
５

Ｒ
Ｃ
造

平
屋
建

6
0

2
（
5
8
）

第
１
種

低
層
住
居

専
用
地
域

指
定
避
難
所
以
外
の
公
共
施
設

(
5
)

市
役
所
本
庁
舎

茅
ヶ

崎
一

丁
目

1
-
1

2
3
,
2
3
8
.
0
6
㎡

（
1
4
,
6
5
6
㎡
）

2
0
,
1
8
0
.
2
0
㎡

（
1
3
,
7
6
0
.
7
8
㎡
）

Ｈ
２
７

Ｓ
Ｒ
Ｃ
造

７
階
・
地
下
１
階
建

9
0

1
（
8
9
）

商
業
地
域

行
政
拠
点

(
6
)

旧
消
防
本
部
（

消
防

署
本

署
北

棟
）

矢
畑

1
2
8
0
-
3

2
,
6
7
1
.
0
8
㎡

6
8
1
.
7
7
㎡

Ｓ
５
６

Ｒ
Ｃ
造

２
階
建

6
0

3
5

（
2
5
）

工
業
地
域

活
動
拠
点

0
.
9
9

（
３
）

(
7
)

中
海
岸
水
泳
プ

ー
ル

（
解
体
済
み
）

中
海

岸
三

丁
目

1
2
9
8
6
-
2
2

(
2
,
4
6
7
㎡
)

(
1
1
4
㎡
)

－
－

－
市
街
化

調
整
地
域

－

(
8
)

福
祉
会
館

中
海

岸
二

丁
目

2
-
4
2

2
,
2
5
4
.
5
2
㎡

1
,
8
5
1
.
6
5
㎡

Ｓ
４
５

Ｒ
Ｃ
造

３
階
建

6
0

4
6

（
1
4
）

第
１
種

低
層
住
居

専
用
地
域

指
定
避
難
所
以
外
の
公
共
施
設

0
.
3
8

0
.
4
0

（
２
）

(
9
)

海
岸
青
少
年
会

館
（
解
体
済
み
）

中
海

岸
三

丁
目

3
-
1
0

(
2
,
5
4
8
.
4
4
㎡
)

(
1
,
2
1
7
.
8
9
㎡
)

－
－

－
第
１
種

低
層
住
居

専
用
地
域

－

市
営
香
川
住
宅
　

中
層

５
階

建
Ｓ
５
３

Ｓ
５
４

Ｐ
Ｃ
造

6
0

3
8

（
2
2
）

0
.
6
7

0
.
5
3

（
３
）

市
営
香
川
住
宅
　

簡
易

２
階

建
Ｓ
４
１

Ｓ
４
２

Ｐ
Ｃ
造

4
5

4
9

（
-
4
）

1 「 再 整 備 が 完 了 し た 施 設 」

－

２ 「 機 能 を 移 転 ま た は 複 合 化 す る 施 設 」

再 整 備 対 象 施 設

診
断
実
施
予
定
な
し

敷
地
面
積

床
面
積

所
在

地

香
川

一
丁

目
1
3
-
5
外

香
川

一
丁

目
1
4
-
1
外

－
(
1
0
)

防
災
上
の

位
置
づ
け

　
　
※
１

現
行
法
の
新
耐
震
基
準
で
設
計
さ
れ
て
い
る
た

め
、
耐
震
性
に
つ
い
て
は
問
題
が
あ
り
ま
せ
ん
。

－

現
行
法
の
新
耐
震
基
準
で
設
計
さ
れ
て
い
る
た

め
、
耐
震
性
に
つ
い
て
は
問
題
が
あ
り
ま
せ
ん
。

建
物
状
況

耐
震

安
全

性
の

評
価

　
　

※
２

第
１
種

中
高
層

住
居
専
用

地
域

建
設
年

構
　
　
造

7
,
9
2
1
.
9
3
㎡

6
,
6
7
4
.
9
1
㎡

構
造
耐
震
指
標

（
I
s
値
）

耐
用
年
数

用
途
地
域

現
行
法
の
新
耐
震
基
準
で
設
計
さ
れ
て
い
る
た

め
、
耐
震
性
に
つ
い
て
は
問
題
が
あ
り
ま
せ
ん
。

資
料

２
　
各
公
共
施
設

の
状
況

項
目

施
設
名
称
等

平
成
３
０
年
３
月
末
現
在
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耐
用
年
数

経
過
年
数

(
残
年
数
)

最
小

I
s
値

最
小

C
T
・
S
D
値

敷
地
面
積

床
面
積

所
在

地
防
災
上
の

位
置
づ
け

　
　
※
１

建
物
状
況

耐
震

安
全

性
の

評
価

　
　

※
２

建
設
年

構
　
　
造

構
造
耐
震
指
標

（
I
s
値
）

耐
用
年
数

用
途
地
域

資
料

２
　
各
公
共
施
設

の
状
況

項
目

施
設
名
称
等

平
成
３
０
年
３
月
末
現
在

市
営
高
田
住
宅
　

中
層

５
階

建
Ｓ
４
５

Ｒ
Ｃ
造

6
0

4
6

（
1
2
）

0
.
7
7

0
.
3
8

（
３
）

市
営
高
田
住
宅
　

簡
易

２
階

建
Ｓ
４
３
～
Ｓ
４
５

Ｐ
Ｃ
造

4
5

4
7

（
-
2
）

(
1
2
)
文
化
資
料
館

中
海

岸
二

丁
目

2
-
1
8

9
9
9
.
7
4
㎡

4
3
3
.
0
7
㎡

Ｓ
４
６

Ｒ
Ｃ
造

２
階
建

6
0

4
5

（
1
5
）

第
１

種
低
層
住

居
専
用
地

域
指
定
避
難
所
以
外
の
公
共
施
設

0
.
4
8

0
.
5
1

（
２
）

(
1
3
)
小
出
支
所

芹
沢

8
8
8

7
8
7
.
3
㎡

4
7
2
.
2
4
㎡

Ｓ
５
３

Ｒ
Ｃ
造

２
階
建

6
0

3
8

（
2
2
）

市
街
化

調
整
地
域

行
政
拠
点

0
.
5
1

0
.
6
8

（
２
）

(
1
4
)

小
和
田
公
民
館

美
住

町
6
-
2
0

1
,
5
9
0
.
6
9
㎡

7
8
5
.
1
6
㎡

Ｓ
５
５

Ｒ
Ｃ
造

２
階
建

6
0

3
6

（
2
2
）

第
１
種

低
層
住
居

専
用
地
域

指
定
避
難
所
以
外
の
公
共
施
設

0
.
6
7

0
.
7
1

（
３
）

(
1
5
)

ふ
れ
あ
い
活
動

ホ
ー

ム
「
あ
か
し
あ
」

松
浪

一
丁

目
1
0
-
4

6
5
3
.
7
 
㎡

2
5
8
.
6
 
㎡

Ｓ
４
１

Ｒ
Ｃ
造

平
屋
建

6
0

5
0

（
1
0
）

第
１
種

低
層

住
居
専
用

地
域
　
外

指
定
避
難
所
以
外
の
公
共
施
設

0
.
7
7

0
.
8
5

（
３
）

(
1
6
)

老
人
憩
い
の
家

「
皆
楽
荘
」

堤
1
9
2
8
-
1

1
,
3
3
7
㎡

3
5
6
.
5
8
㎡

Ｓ
５
４

Ｒ
Ｃ
造

平
屋
建

6
0

3
7

（
2
3
）

市
街
化

調
整
地
域

指
定
避
難
所
以
外
の
公
共
施
設

1
.
3
5

1
.
4
3

（
３
）

５ 「 廃 止

す る 施

設 」
(
1
7
)

学
校
給
食
共
同

調
理

場
茅

ヶ
崎

一
丁

目
8
-
1
8

2
,
5
9
9
.
9
2
㎡

1
,
4
1
5
.
2
5
㎡

Ｓ
４
７

Ｒ
Ｃ
造

２
階
建

6
0

4
4

（
1
6
）

準
工
業

地
域

指
定
避
難
所
以
外
の
公
共
施
設

0
.
5
4

0
.
5
9

（
２
）

(
1
8
)

市
民
文
化
会
館

茅
ヶ

崎
一

丁
目

1
1
-
1

9
,
7
5
7
.
9
㎡

1
0
,
7
7
0
.
3
1
㎡

Ｓ
５
５

Ｒ
Ｃ
造

４
階
建

6
0

3
6

（
2
4
）

商
業
地
域

活
動
拠
点

0
.
4
4

0
.
4
7

（
２
）

(
1
9
)

茅
ヶ
崎
駐
車
場

茅
ヶ

崎
二

丁
目

2
-
2
0

5
,
0
3
2
.
2
5
㎡

1
0
,
0
4
6
.
6
9
㎡

Ｓ
５
７

Ｓ
造

４
階
建

4
5

3
4

（
1
1
）

近
隣
商
業

地
域

指
定
避
難
所
以
外
の
公
共
施
設

0
.
6
6

1
.
0
3

(
q
値
)

（
３
）

※
１
　
茅
ヶ
崎
市

地
域

防
災

計
画

の
地

震
災

害
対

策
計

画
に

お
い

て
、
防
災
拠
点
の
役
割
が
示
さ
れ
て
い
る
。
避
難
所
以
外
の
公
共
施
設
に
つ
い
て
は
、
施
設
や
来
館
者
等
の
安

全
確
保
、
負
傷
者
へ
の
適
切
な
処
置
、
安
全
な
場
所
ま
た
は
避
難
所
へ
の
誘
導
を
行
う
場
所
と
な
っ
て
い
る
。

※
２
　
耐
震
安
全

性
の

評
価

　
耐

震
改

修
促

進
法

で
は

I
s
値

≧
0
.
6
に
つ
い
て
の
安
全
性
と
は
「
地
震
の
震
動
及
び
衝
撃
に
対
し
倒
壊
し
、
又
は
崩
壊
す
る
危
険
性
が
低
い
」
と
評
価
さ
れ
る
も
の
な
っ
て
い
る
。

　
　
　
ま
た
、
旧

建
設

省
の

告
示

（
平

成
7
年

1
2
月

2
5
日

　
第

2
0
8
9
号
）
に
よ
る
I
S
値
及
び
保
有
水
平
耐
力
（
q
値
）
の
指
標
と
し
て
は
（
１
）
（
２
）
（
３
）
が
あ
る
。

（
１

）
：

I
s
が

0
.
3
未

満
の

場
合
又
は
q
が
0
.
5
未
満
の
場
合
　
　
地
震
の
震
動
及
び
衝
撃
に
対
し
て
倒
壊
し
、
又
は
崩
壊
す
る
危
険
性
が
高
い

。

（
２

）
：

（
１

）
及

び
（

３
）
以
外
の
場
合
　
　
地
震
の
震
動
及
び
衝
撃
に
対
し
て
倒
壊
し
、
又
は
崩
壊
す
る
危
険
性
が
あ
る
。

（
３

）
：

I
s
が

0
.
6
以

上
の

場
合
で
、
か
つ
、
q
が
1
.
0
以
上
の
場
合
　
　
地
震
の
震
動
及
び
衝
撃
に
対
し
て
倒
壊
し
、
又
は
崩
壊
す
る
危
険
性

が
低
い
。

■
(
1
)
市
体
育

館
、

(
2
)
屋

内
温

水
プ

ー
ル

、
(
4
)
浜

須
賀

水
泳

プ
ー

ル
、
(
5
)
市
役
所
本
庁
舎
、
(
7
)
中
海
岸
水
泳
プ
ー
ル
、
(
9
)
海
岸
青
少
年
会
館
の
敷
地
面
積
及
び
床
面
積
の
（

　
）
表
示
は
旧
施
設
の
状
況
を
示
し
て
い
る
。

３ 「 耐 震 補 強 及 び

設 備 改 修 工 事 な ど

を 行 う 施 設

４ 「 現 状 の ま ま 活

用 す る 施 設 」

６ 「 行 政 拠 点 地 区

の 再 整 備 対 象 施

設 」

再 整 備 対 象 施 設

－

診
断
実
施
予
定
な
し

第
１
種

低
層
住
居

専
用
地
域

8
,
1
1
6
.
2
5
㎡

(
1
1
)

高
田

二
丁

目
1
4
-
1
外

5
,
1
8
2
.
7
8
㎡

２ 「 機 能 を 移 転 ま た は 複 合

化 す る 施 設 」
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I
s
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判
定

I
s

C
T
・

S
D
(
q
)

判
定

１
階

1
.
5
3

1
.
6
5

O
K

0
.
8
3

0
.
8
9

O
K

２
階

3
.
8
9

4
.
1
8

O
K

1
.
0
2

0
.
3
4

O
K

３
階

1
.
2
6

0
.
4
2

O
K

2
.
2
2

0
.
7
5

O
K

（
２

）
屋

内
温

水
プ

ー
ル

【
平

成
2
2
年

建
て

替
え

工
事

完
了

】
○

新
し

い
屋

内
温

水
プ

ー
ル

は
、

健
康

増
進

と
ス

ポ
ー

ツ
・

レ
ク

リ
エ

ー
シ

ョ
ン

な
ど

、
生

涯
ス

ポ
ー

ツ
の

拠
点

と
し

て
の

施
設

運
営

を
目

指
し

ま
す

。

（
３

）
殿

山
水

泳
プ

ー
ル

【
平

成
2
1
年

4
月

擁
壁

改
修

工
事

完
了

】
１

階
3
.
1
0

3
.
3
3

O
K

2
.
1
9

2
.
3
6

O
K

　
○

安
全

性
を

確
保

し
、

施
設

を
継

続
し

て
い

き
ま

す
が

、
市

域
北

側
の

交
通

ア
ク

セ
ス

の
良

い
場

所
に

お
い

て
複

合
施

設
と

し
て

整
備

可
能

な
場

合
に

は
、

移
転

の
検

討
を

行
い

ま
す

。

（
４

）
浜

須
賀

水
泳

プ
ー

ル
【

平
成

2
5
年

度
管

理
棟

建
て

替
え

完
了

】

○
「

茅
ヶ

崎
市

公
共

建
築

物
中

長
期

保
全

計
画

」
に

基
づ

き
、

施
設

の
適

正
な

管
理

を
行

い
ま

す
。

（
５

）
市

役
所

本
庁

舎
　

○
「

茅
ヶ

崎
市

公
共

建
築

物
中

長
期

保
全

計
画

」
に

基
づ

き
、

施
設

の
適

正
な

管
理

を
行

い
ま

す
。

○
既

存
旧

本
庁

舎
に

つ
い

て
は

、
平

成
２

８
年

度
に

解
体

済
み

で
す

。

１
階

0
.
9
9

O
K

3
.
3
5

O
K

２
階

2
.
1
5

O
K

1
.
6
1

O
K

（
７

）
中

海
岸

水
泳

プ
ー

ル
【

平
成

2
0
年

7
月

解
体

完
了

】

１
階

0
.
5
0

0
.
5
4

N
G

0
.
5
4

0
.
4
3

N
G

２
階

0
.
4
9

0
.
5
3

N
G

0
.
8
0

0
.
4
0

O
K

３
階

0
.
4
3

0
.
4
7

N
G

0
.
3
8

0
.
4
1

N
G

（
９

）
海

岸
青

少
年

会
館

【
平

成
2
8
年

1
月

解
体

完
了

】

○
青

少
年

の
交

流
や

健
全

育
成

の
機

能
と

福
祉

会
館

の
機

能
を

有
し

、
性

別
や

年
齢

、
地

域
を

問
わ

ず
、

誰
も

が
利

用
し

や
す

い
新

た
な

施
設

（
（

仮
称

）
茅

ヶ
崎

公
園

体
験

学
習

施
設

）
と

し
て

整
備

し
ま

す
。

○
平

成
２

７
年

度
と

平
成

２
８

年
度

に
そ

れ
ぞ

れ
基

本
設

計
と

実
施

設
計

が
完

了
し

、
２

９
、

３
０

年
度

に
か

け
て

建
設

工
事

を
行

い
ま

す
。

１
階

0
.
6
7

0
.
7
2

O
K

0
.
8
5

0
.
6
0

O
K

２
階

0
.
8
8

0
.
6
1

O
K

1
.
0
2

0
.
7
2

O
K

３
階

0
.
7
8

0
.
5
3

O
K

1
.
3
2

0
.
9
3

O
K

４
階

0
.
9
9

0
.
6
8

O
K

1
.
8
9

1
.
3
3

O
K

５
階

1
.
9
3

1
.
3
5

O
K

3
.
1
0

2
.
1
8

O
K

１ 「 再 整 備 が 完 了 し た 施 設 」

平
成

２
０

年
７

月
解

体
完

了
。

Y
方

向

（
1
0
）

２ 「 機 能 を 移 転 ま た は 複 合 化 す る 施 設 」

平
成

２
８

年
１

月
解

体
完

了
。

現
行

法
の

新
耐

震
基

準
で

設
計

さ
れ

て
い

る
た

め
、

耐
震

性
に

つ
い

て
は

問
題

が
あ

り
ま

せ
ん

。

現
行

法
の

新
耐

震
基

準
で

設
計

さ
れ

て
い

る
た

め
、

耐
震

性
に

つ
い

て
は

問
題

が
あ

り
ま

せ
ん

。

（
８

）
福

祉
会

館

市
営

香
川

住
宅

（
５

号
棟

）

施
　

設
　

名
　

称
階

X
方

向
診

断
者

の
総

合
所

見

再 整 備 対 象 施 設

（
１

）

市
体

育
館

（
旧

体
育

館
）

【
平

成
2
0
年

5
月

耐
震

改
修

工
事

完
了

】

＊
耐

震
補

強
後

の
Ｉ

ｓ
値

現
行

法
の

新
耐

震
基

準
で

設
計

さ
れ

て
い

る
た

め
、

耐
震

性
に

つ
い

て
は

問
題

が
あ

り
ま

せ
ん

。

簡
易

２
階

建
て

建
築

物
に

つ
い

て
は

耐
用

年
数

が
迫

っ
て

い
る

こ
と

か
ら

、
建

て
替

え
に

よ
る

再
整

備
施

設
と

し
て

位
置

づ
け

る
予

定
の

た
め

、
耐

震
診

断
は

実
施

し
な

い
。

市
の

考
え

方
（

施
設

運
営

及
び

再
整

備
の

方
針

な
ど

）

資
料

３
　

各
公

共
施

設
耐

震
診

断
の

詳
細

結
果

と
今

後
の

再
整

備
の

方
針

X
方

向
１

～
２

階
共

に
靱

性
の

高
い

フ
レ

ー
ム

構
造

に
よ

り
所

要
の

耐
震

性
を

確
保

し
て

い
る

。
Y

方
向

１
～

２
階

共
に

壁
量

多
く

強
度

型
と

し
て

、
所

要
の

耐
震

性
は

確
保

し
て

い
る

。
ｘ

方
向

、
Y
方

向
共

に
補

強
を

要
し

な
い

。

○
２

階
連

戸
建

て
棟

に
つ

い
て

、
中

層
住

宅
と

し
て

建
て

替
え

を
行

い
ま

す
。

○
市

営
住

宅
総

戸
数

の
確

保
の

た
め

、
当

該
地

で
の

整
備

戸
数

増
を

計
画

し
ま

す
。

○
消

防
本

部
の

事
務

所
機

能
な

ど
の

新
庁

舎
移

転
を

し
ま

し
た

。
○

消
防

本
部

移
転

後
の

同
建

物
は

、
消

防
署

と
し

て
活

用
し

ま
す

。
○

移
転

後
は

、
消

防
署

本
署

を
消

防
活

動
の

拠
点

と
し

て
位

置
づ

け
、

さ
ら

な
る

消
防

力
の

充
実

に
取

り
組

ん
で

い
き

ま
す

。

耐
震

改
修

促
進

法
で

い
う

I
s
値

≧
0
.
6
と

い
う

考
え

方
か

ら
は

、
上

回
っ

て
い

る
の

で
補

強
の

必
要

は
な

い
。

Ｘ
方

向
の

１
～

３
階

及
び

Ｙ
方

向
の

１
，

３
階

に
補

強
が

必
要

で
あ

る
。

○
市

民
ニ

ー
ズ

や
地

域
特

性
を

活
か

し
、

子
ど

も
や

高
齢

者
、

障
害

者
な

ど
誰

も
が

安
全

に
利

用
で

き
る

よ
う

、
引

き
続

き
市

民
の

健
康

の
増

進
の

場
と

し
て

機
能

の
充

実
を

図
り

ま
す

。

○
青

少
年

の
交

流
や

健
全

育
成

の
機

能
と

福
祉

会
館

の
機

能
を

有
し

、
性

別
や

年
齢

、
地

域
を

問
わ

ず
、

誰
も

が
利

用
し

や
す

い
新

た
な

施
設

（
（

仮
称

）
茅

ヶ
崎

公
園

体
験

学
習

施
設

）
と

し
て

整
備

し
ま

す
。

（
６

）
旧

消
防

本
部

（
消

防
署

本
署

北
棟

）

平
成
３
０
年
３
月
末
現
在
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Y
方

向
施

　
設

　
名

　
称

階
X
方

向
診

断
者

の
総

合
所

見
市

の
考

え
方

（
施

設
運

営
及

び
再

整
備

の
方

針
な

ど
）

資
料

３
　

各
公

共
施

設
耐

震
診

断
の

詳
細

結
果

と
今

後
の

再
整

備
の

方
針

平
成
３
０
年
３
月
末
現
在

１
階

0
.
8
2

0
.
8
6

O
K

0
.
9
0

0
.
3
8

O
K

２
階

0
.
7
7

0
.
8
2

O
K

0
.
9
5

0
.
8
1

O
K

３
階

0
.
7
9

0
.
7
5

O
K

1
.
0
4

0
.
7
9

O
K

４
階

0
.
9
6

0
.
6
8

O
K

1
.
2
9

0
.
9
1

O
K

５
階

1
.
0
7

0
.
7
5

O
K

2
.
1
2

1
.
4
9

O
K

１
階

1
.
1
9

1
.
2
8

O
K

0
.
4
8

0
.
5
1

N
G

２
階

1
.
4
7

1
.
5
8

O
K

0
.
5
9

0
.
5
4

N
G

１
階

0
.
7
1

0
.
7
5

N
G

1
.
7
2

1
.
8
1

O
K

２
階

0
.
5
1

0
.
6
8

N
G

1
.
7
9

1
.
8
9

O
K

１
階

0
.
6
7

0
.
7
1

N
G

1
.
5
2

1
.
6
0

O
K

２
階

1
.
2
9

1
.
3
6

O
K

1
.
5
6

1
.
6
4

O
K

（
1
5
）
ふ

れ
あ

い
活

動
ホ

ー
ム

あ
か

し
あ

１
階

1
.
0
0

1
.
1
1

O
K

0
.
7
7

0
.
8
5

O
K

耐
震

判
定

基
準

を
満

足
し

て
お

り
、

柱
・

梁
と

も
に

長
期

設
計

応
力

が
許

容
耐

力
を

超
え

て
い

る
。

○
「

茅
ヶ

崎
市

公
共

建
築

物
中

長
期

保
全

計
画

」
に

基
づ

き
、

施
設

の
適

正
な

管
理

を
行

い
ま

す
。

（
1
6
）
老

人
憩

い
の

家
　

皆
楽

荘
１

階
1
.
3
5

1
.
4
3

O
K

3
.
0
1

3
.
1
8

O
K

本
建

物
は

、
耐

震
判

定
基

準
を

満
足

し
て

い
る

。
○

「
茅

ヶ
崎

市
公

共
建

築
物

中
長

期
保

全
計

画
」

に
基

づ
き

、
施

設
の

適
正

な
管

理
を

行
い

ま
す

。

１
階

1
.
3
8

1
.
5
1

O
K

1
.
0
0

1
.
1
0

O
K

２
階

0
.
5
4

0
.
5
9

N
G

0
.
7
6

0
.
8
4

O
K

１
階

0
.
5
5

0
.
7
7

N
G

0
.
7
5

0
.
7
9

O
K

２
階

0
.
4
4

0
.
4
7

N
G

0
.
6
0

0
.
6
3

N
G

３
階

0
.
5
4

0
.
4
7

N
G

0
.
4
6

0
.
4
8

N
G

４
階

0
.
5
7

0
.
6
0

N
G

0
.
4
7

0
.
4
9

N
G

Ｒ
階

0
.
7
7

0
.
8
1

O
K

0
.
7
5

0
.
7
9

O
K

６ 「 行 政 拠 点 地 区 の 再 整 備 対

象 施 設 」

２ 「 機 能 を 移 転 ま た は 複 合 化 す る 施 設 」

（
1
1
）
市

営
高

田
住

宅
（

１
６

号
棟

）

簡
易

２
階

建
て

建
築

物
に

つ
い

て
は

耐
用

年
数

が
迫

っ
て

い
る

こ
と

か
ら

、
建

て
替

え
に

よ
る

再
整

備
施

設
と

し
て

位
置

づ
け

る
予

定
の

た
め

、
耐

震
診

断
は

実
施

し
な

い
。

文
化

資
料

館

４ 「 現 状 の

ま ま 活 用 す

る 施 設 」

（
1
3
）

○
今

宿
小

学
校

の
自

校
式

給
食

場
の

完
成

後
、

本
施

設
を

廃
止

し
ま

す
。

○
施

設
廃

止
後

の
跡

地
利

用
に

つ
い

て
は

検
討

し
ま

す
。

５ 「 廃 止 す

る 施 設 」

再 整 備 対 象 施 設

学
校

給
食

共
同

調
理

場

（
1
4
）
小

和
田

公
民

館

X
方

向
の

１
階

に
補

強
が

必
要

で
あ

る
。

１
階

ロ
ビ

ー
の

一
角

の
跳

ね
出

し
て

い
る

畳
コ

ー
ナ

ー
に

目
視

に
よ

る
梁

の
た

わ
み

が
確

認
さ

れ
、

大
地

震
時

に
は

瓦
の

落
下

及
び

木
造

軸
組

の
崩

壊
が

懸
念

さ
れ

る
。

○
現

在
の

民
俗

資
料

館
と

の
一

体
的

管
理

や
下

寺
尾

地
区

の
史

跡
、

遺
跡

と
の

連
携

を
図

る
た

め
、

「
（

仮
称

）
茅

ヶ
崎

市
歴

史
文

化
交

流
館

」
と

し
て

堤
地

区
へ

移
転

し
、

再
整

備
を

行
い

ま
す

。
○

移
転

後
の

当
該

地
に

つ
い

て
は

、
既

存
建

物
を

解
体

後
売

却
を

行
い

ま
す

。

○
２

階
連

戸
建

て
棟

の
住

宅
の

廃
止

に
伴

い
、

小
和

田
地

区
に

新
た

な
市

営
住

宅
を

整
備

し
移

転
し

ま
す

。
○

小
和

田
地

区
で

の
整

備
戸

数
不

足
分

に
つ

い
て

は
、

香
川

住
宅

の
再

整
備

に
お

い
て

補
完

し
、

市
営

住
宅

総
戸

数
を

確
保

し
ま

す
。

○
移

転
後

の
高

田
市

営
住

宅
の

敷
地

に
つ

い
て

は
、

段
階

的
に

売
却

し
ま

す
。

Y
方

向
の

１
階

、
２

階
と

も
補

強
が

必
要

で
あ

る
。

○
耐

震
改

修
及

び
計

画
的

な
設

備
改

修
を

行
い

、
「

茅
ヶ

崎
市

公
共

建
築

物
中

長
期

保
全

計
画

」
に

基
づ

き
施

設
の

適
正

な
管

理
を

行
い

ま
す

。

○
耐

震
改

修
及

び
計

画
的

な
設

備
改

修
を

行
い

、
「

茅
ヶ

崎
市

公
共

建
築

物
中

長
期

保
全

計
画

」
に

基
づ

き
施

設
の

適
正

な
管

理
を

行
い

ま
す

。

　
Ｘ

、
Ｙ

方
向

共
に

耐
震

性
能

は
耐

震
壁

に
大

き
く

依
存

し
て

お
り

、
耐

震
壁

の
せ

ん
断

破
壊

が
支

配
的

な
強

度
型

の
崩

壊
形

式
と

な
っ

た
。

建
物

全
体

と
ゾ

ー
ン

B
は

、
耐

震
壁

の
平

面
的

な
バ

ラ
ン

ス
は

よ
い

が
、

ゾ
ー

ン
A
の

耐
震

壁
の

偏
圧

が
大

き
く

形
状

指
標

に
影

響
し

て
い

る
。

ま
た

、
X
、

Y
方

向
と

も
に

存
在

す
る

極
脆

性
柱

、
お

よ
び

X
方

向
１

階
に

存
在

す
る

圧
縮

軸
力

比
が

制
限

値
を

超
え

る
下

階
壁

抜
け

柱
も

I
s
値

が
大

き
く

低
減

さ
れ

る
要

因
と

な
っ

て
い

る
。

　
結

果
と

し
て

I
s
は

、
５

階
と

Y
方

向
の

１
階

で
構

造
判

定
指

標
I
s
o
を

満
足

す
る

が
、

そ
れ

以
外

の
階

に
お

い
て

は
、

I
s
o
を

下
回

っ
て

お
り

、
所

要
の

耐
震

性
能

を
満

足
し

な
い

。

各
方

向
各

階
に

お
い

て
構

造
耐

震
判

定
指

標
の

I
s
値

≧
0
.
7
5
、

C
T
・

S
D
値

≧
0
.
3
0
を

満
足

す
る

こ
と

が
確

認
さ

れ
る

こ
と

か
ら

、
所

要
の

耐
震

性
を

確
保

し
て

い
る

と
判

定
さ

れ
る

。

（
1
2
）

３ 「 耐 震 補 強 及 び 設

備 」

（
1
7
）

○
平

成
２

１
年

度
か

ら
２

２
年

度
に

は
、

耐
震

改
修

及
び

大
規

模
リ

ニ
ュ

ー
ア

ル
工

事
の

実
施

設
計

を
行

い
ま

し
た

。
○

施
設

の
特

性
、

耐
用

年
数

、
現

施
設

の
存

在
意

義
な

ど
を

総
合

的
に

考
慮

し
、

施
設

の
安

全
性

の
確

保
と

長
寿

命
化

を
図

る
た

め
、

平
成

２
９

年
度

か
ら

３
０

年
度

７
月

ま
で

耐
震

改
修

及
び

大
規

模
リ

ニ
ュ

ー
ア

ル
を

行
い

ま
す

。

Ｘ
方

向
の

１
階

、
２

階
と

も
補

強
が

必
要

で
あ

る
。

小
出

支
所

市
民

文
化

会
館

（
1
8
）
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I
s

C
T
・

S
D
(
q
)

判
定

I
s

C
T
・

S
D
(
q
)

判
定

Y
方

向
施

　
設

　
名

　
称

階
X
方

向
診

断
者

の
総

合
所

見
市

の
考

え
方

（
施

設
運

営
及

び
再

整
備

の
方

針
な

ど
）

資
料

３
　

各
公

共
施

設
耐

震
診

断
の

詳
細

結
果

と
今

後
の

再
整

備
の

方
針

平
成
３
０
年
３
月
末
現
在

１
階

0
.
8
5

1
.
0
3
（

q
）

O
K

0
.
6
6

1
.
3
1
（

q
）

N
G

２
階

1
.
0
0

1
.
1
（

q
）

O
K

0
.
7
7

1
.
5
4
（

q
）

O
K

３
階

1
.
0
6

1
.
2
9
（

q
）

O
K

0
.
7
6

1
.
5
3
（

q
）

O
K

４
階

1
.
4
8

1
.
7
9
（

q
）

O
K

0
.
8
5

1
.
6
9
（

q
）

O
K

＊
耐

震
診

断
指

標
値

：
　

I
s
≧

0
.
7
5
（

住
宅

は
0
.
6
）

，
C
T
・

S
D
≧

0
.
3
0
　

ま
た

は
　

I
s
≧

0
.
7
5
（

住
宅

は
0
.
6
）

，
q
≧

1
.
0
0

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

網
掛

け
箇

所
が

最
も

I
s
値

が
低

い
箇

所

６ 「 行 政 拠 点 地 区 の 再

整 備 対 象 施 設 」

○
耐

震
改

修
を

行
い

、
適

正
な

維
持

管
理

に
よ

り
、

施
設

の
長

寿
命

化
を

図
り

ま
す

｡
○

一
般

の
駐

車
場

の
ほ

か
、

行
政

拠
点

地
区

に
お

け
る

公
共

施
設

利
用

者
の

専
用

駐
車

場
と

し
て

運
営

し
て

お
り

ま
す

｡

Ｘ
方

向
は

耐
震

指
標

が
最

小
値

で
あ

る
１

階
で

I
s
＝

0
.
8
5
、

q
＝

1
.
0
3
と

な
り

、
各

階
と

も
I
s
値

が
耐

震
判

定
指

標
値

0
.
7
5
を

上
回

り
、

q
値

は
1
.
0
を

上
回

っ
て

い
る

。
Ｙ

方
向

は
耐

震
指

標
が

最
小

値
で

あ
る

１
階

で
I
s
＝

0
.
6
6
、

q
＝

1
.
3
1
と

な
り

、
１

階
で

I
s
値

が
耐

震
判

定
指

標
値

0
.
7
5

を
下

回
り

、
q
値

は
1
.
0
を

上
回

っ
て

い
る

。
Ｙ

方
向

の
１

階
に

補
強

が
必

要
で

あ
る

。

再 整 備 対 象 施 設

（
1
9
）
茅

ヶ
崎

駐
車

場
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資料４　　小中学校　建物一覧

基本名称 建物名称 建設年度 床面積
地上
階数

地下
階数

主構造
耐震診断

年度
耐震補強

年度
補強前
Is値

補強後
Is値

茅ヶ崎小学校 北棟東側 S37 1,696.98 3 0 RC H7 H10 0.43 1.02

茅ヶ崎小学校 北棟中央 S38 1,497.61 3 0 RC H7 H10 0.48 1.06

茅ヶ崎小学校 北棟西側 S41 539.66 3 0 RC H8 H10 0.50 0.91

茅ヶ崎小学校 管理棟 S39 1,173.97 2 0 RC H7 0.77

茅ヶ崎小学校 特別教室棟 S58 540.00 2 0 RC

茅ヶ崎小学校 屋内運動場棟 S58 935.75 2 0 S

茅ヶ崎小学校 プール管理棟 S46 111.90 1 0 S

茅ヶ崎小学校 給食場棟 S59 424.13 3 0 RC

鶴嶺小学校 南棟東側 S42 1,062.42 3 0 RC H12 H16 0.36 0.79

鶴嶺小学校 南棟西側 S57 774.11 3 0 RC

鶴嶺小学校 北棟東側 S44 1,474.71 3 0 RC H12 H15 0.39 0.77

鶴嶺小学校 北棟中央 S45 1,086.73 3 0 RC H12 H15 0.32 0.90

鶴嶺小学校 北棟西側 S49 1,312.11 3 0 RC H12 H15 0.32 0.90

鶴嶺小学校 図書室棟 S59 176.00 1 0 S

鶴嶺小学校 屋内運動場棟 S56 934.30 2 0 S

鶴嶺小学校 プール管理棟 S54 162.00 1 0 RC

鶴嶺小学校 給食場棟 S45 353.59 1 0 S H21 0.78

松林小学校 北東棟東側 S43 938.53 3 0 RC H12 H16 0.38 0.95

松林小学校 北東棟西側 S44 769.28 3 0 RC H12 H16 0.38 0.95

松林小学校 北西棟東側 S46 1,434.69 3 0 RC H12 H15 0.37 0.77

松林小学校 北西棟西側 S46 1,353.51 3 0 RC H12 H15 0.37 0.77

松林小学校 西棟 H3 1,385.94 2 0 RC

松林小学校 屋内運動場棟 S55 897.20 2 0 S H17 H19 0.12 0.75

松林小学校 プール管理棟 H3 177.00 1 0 RC

松林小学校 給食場棟 S58 378.64 3 0 RC

西浜小学校 南西棟東側 S41 519.00 3 0 RC H8 H11 0.32 0.88

西浜小学校 南西棟西側 S42 933.00 3 0 RC H8 H11 0.32 0.88

西浜小学校 南東棟 S49 1,343.71 3 0 RC H10 H12 0.33 0.77

西浜小学校 北西棟 S47 859.68 3 0 RC H10 H16 0.41 0.88

西浜小学校 北東棟 S62 1,789.29 3 1 RC

西浜小学校 屋内運動場棟 S51 926.41 2 0 S H17 H18 0.16 0.82

西浜小学校 プール管理棟 S59 178.58 1 0 S

西浜小学校 給食場棟 S57 552.97 3 0 RC

小出小学校 西棟 S53 1,795.68 4 0 RC H14 H17 0.38 0.77

小出小学校 中棟 S56 1,651.00 4 0 RC

小出小学校 東棟 S57 927.55 4 0 RC

小出小学校 屋内運動場棟 S43 698.16 2 0 RC H16 H18 0.32 1.02

小出小学校 プール管理棟 S57 248.72 1 0 RC

小出小学校 給食場棟 S56 342.00 1 0 RC

松浪小学校 北東棟 S39 750.78 3 0 RC H7 H16 0.36 1.02

松浪小学校 南棟 S44 1,473.59 3 0 RC H9 H15 0.30 0.78

松浪小学校 中棟西側 S56 1,223.17 3 0 RC

松浪小学校 中棟東側 S59 1,852.04 3 0 RC

松浪小学校 北棟（プール共） H2 2,375.69 3 0 RC

松浪小学校 屋内運動場棟 S47 932.00 2 0 S H16 H18 0.47 0.79

松浪小学校 給食場棟 S58 507.06 1 0 RC

平成３０年３月末現在
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地上
階数

地下
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補強後
Is値

平成３０年３月末現在

梅田小学校 東棟東側 S53 1,748.40 4 0 RC H13 H17 0.39 0.76

梅田小学校 東棟西側 S55 947.36 4 0 RC H13 H17 0.39 0.76

梅田小学校 西棟東側 S60 1,819.04 4 0 RC

梅田小学校 西棟西側 S62 1,694.46 4 0 RC

梅田小学校 屋内運動場棟 S48 885.26 2 0 S H17 H18 0.17 0.89

梅田小学校 プール管理棟 S62 192.45 1 0 RC

梅田小学校 給食場棟 S57 400.00 2 0 RC

梅田小学校 ことばの教室 S48 328.00 2 0 RC H13 1.09

香川小学校 北棟西側 S39 1,061.33 3 0 RC H7 H9 0.28 0.73

香川小学校 北棟中央 S40 937.74 3 0 RC H7 H9 0.28 0.73

香川小学校 北棟東側 S44 831.00 3 0 RC H7 H9 0.28 0.73

香川小学校 南棟西側 S49 1,144.64 4 0 RC H13 H16 0.37 0.79

香川小学校 南棟中央 S51 1,175.28 4 0 RC H13 H16 0.37 0.79

香川小学校 南棟東側 S54 1,461.08 4 0 RC H13 H16 0.37 0.79

香川小学校 屋内運動場棟 S50 962.45 2 0 S H17 H18 0.27 1.03

香川小学校 プール管理棟 S63 179.72 1 0 RC

香川小学校 給食場棟 S59 696.78 4 0 RC

香川小学校 特別教室棟 H20 814.03 4 RC

浜須賀小学校 中棟 S42 1,842.11 3 0 RC H11 H16 0.38 0.77

浜須賀小学校 北棟 S43 1,817.40 3 0 RC H11 H15 0.32 0.88

浜須賀小学校 管理棟 S46 1,191.57 3 0 RC H11 H16 0.36 0.78

浜須賀小学校 南西棟 S50 987.93 3 0 RC H13 H17 0.50 0.84

浜須賀小学校 南東棟 S52 635.73 3 0 RC H13 H17 0.50 0.84

浜須賀小学校 屋内運動場棟 S52 925.64 2 0 S H17 H19 0.20 0.78

浜須賀小学校 プール管理棟 S63 195.53 1 0 RC

浜須賀小学校 給食場棟 S56 572.55 3 0 RC

鶴が台小学校 南棟 S42 2,021.34 3 0 RC H8 H16 0.36 0.78

鶴が台小学校 中棟西側 S42 1,124.28 3 0 RC H10 H12 0.38 0.77

鶴が台小学校 中棟東側 S45 1,028.30 3 0 RC H10 H12 0.38 0.77

鶴が台小学校 北西棟 S47 1,624.23 4 0 RC H12 H14 0.32 0.77

鶴が台小学校 北東棟 S49 700.44 4 0 RC H12 H14 0.32 0.77

鶴が台小学校 屋内運動場棟 S53 954.47 2 0 S H17 H19 0.24 0.82

鶴が台小学校 プール管理棟 S56 203.50 1 0 RC

鶴が台小学校 給食場棟 H14 603.70 4 0 RC

柳島小学校 北西棟 S43 1,358.42 3 0 RC H12 H15 0.29 0.77

柳島小学校 北東棟 S44 1,074.29 3 0 RC H12 H15 0.29 0.77

柳島小学校 南西棟 S43 2,623.66 3 0 RC H12 H16 0.34 0.78

柳島小学校 南東棟 S46 1,446.50 3 0 RC H12 H16 0.34 0.78

柳島小学校 屋内運動場棟 S49 977.34 2 0 S H17 H18 0.16 0.76

柳島小学校 プール管理棟 S53 188.70 1 0 RC

柳島小学校 給食場棟 S55 386.50 2 0 RC H21 0.92

小和田小学校 南西棟 S48 1,819.22 4 0 RC H13 H17 0.33 0.76

小和田小学校 南東棟 S48 1,486.71 4 0 RC H13 H17 0.36 0.79

小和田小学校 管理棟 S52 1,818.40 4 0 RC H13 H16 0.41 0.81

小和田小学校 屋内運動場棟 S54 1,696.45 3 0 RC H13 H17 0.31 0.96

小和田小学校 プール管理棟 S62 173.75 1 0 S

円蔵小学校 西棟 S51 2,967.14 4 0 RC H14 H16 0.41 0.78

円蔵小学校 中棟 S51 1,080.24 4 0 RC H14 H16 0.54 0.85

円蔵小学校 東棟 H2 1,139.68 4 0 RC

円蔵小学校 屋内運動場棟 S53 923.01 2 0 S H17 H19 0.23 0.84

円蔵小学校 プール管理棟 S61 189.66 1 0 S

円蔵小学校 給食場棟 H26 591.30 4 0 RC
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今宿小学校 西棟 S52 4,775.80 4 0 RC H14 H17 0.70 0.82

今宿小学校 東棟 S56 886.44 4 0 RC

今宿小学校 屋内運動場棟 S54 924.80 2 0 S H17 H19 0.22 0.91

今宿小学校 プール管理棟 H1 183.50 1 0 RC

室田小学校 中棟 S53 1,599.02 4 0 RC H14 H17 0.74 0.78

室田小学校 東棟（給食場共） S53 3,262.46 4 0 RC H13 H17 0.54 0.79

室田小学校 西棟 S56 1,328.67 4 0 RC

室田小学校 屋内運動場棟 S55 935.80 2 0 S H17 H19 0.12 0.75

室田小学校 プール管理棟 S60 187.47 1 0 RC

東海岸小学校 北棟（給食場含） S55 3,018.64 3 0 RC

東海岸小学校 南棟 S55 3,127.67 3 0 RC

東海岸小学校 屋内運動場棟 S56 995.21 2 0 S

東海岸小学校 プール管理棟 H2 185.33 1 0 RC

浜之郷小学校 普通教室棟 H9 5,078.96 3 0 RC

浜之郷小学校
管理特別教室棟
（ﾌﾟｰﾙ共） H9 2,578.15 3 0 RC

浜之郷小学校 屋内運動場棟 H9 1,192.47 2 0 RC

浜之郷小学校 給食場棟 H11 539.34 3 0 RC

緑が浜小学校 普通教室棟 H12 2,554.65 3 0 RC

緑が浜小学校
管理特別教室棟
（給食場共） H12 3,842.63 3 1 RC

緑が浜小学校
屋内運動場棟
（ﾌﾟｰﾙ管理棟共） H12 1,985.69 3 1 RC

汐見台小学校 普通教室棟 H22 4,565.47 3 0 RC

汐見台小学校 特別教室棟 H22 3,835.66 3 0 RC

汐見台小学校 屋内運動場棟 H22 1,090.48 2 0 RC

第一中学校 北東棟 S47 1,269.36 4 0 RC H13 H17 0.33 0.77

第一中学校 北西棟 S54 1,309.08 3 0 RC H13 H17 0.51 0.87

第一中学校 中棟西側 S54 1,334.43 3 0 RC H13 H17 0.47 0.85

第一中学校 中棟東側 S55 1,030.25 3 0 RC H13 H17 0.47 0.85

第一中学校 南棟 S55 2,497.51 3 0 RC

第一中学校 屋内運動場棟 H15 1,674.28 1 1 RC

第一中学校 プール管理棟 H2 168.67 1 0 RC

鶴嶺中学校 西棟東側 S51 1,466.67 4 0 RC H14 H17 0.32 0.76

鶴嶺中学校 西棟西側 S55 1,292.12 4 0 RC H14 H17 0.32 0.76

鶴嶺中学校 東棟 S61 2,344.90 4 0 RC

鶴嶺中学校 技術科室棟 S61 184.00 1 0 S

鶴嶺中学校 屋内運動場棟 S43 796.28 2 0 RC H16 H18 0.28 0.98

鶴嶺中学校 プール管理棟 H4 143.27 1 0 RC

松林中学校 北東棟東側 S52 1,563.17 4 0 RC H14 H17 0.41 0.78

松林中学校 北東棟西側 S55 1,023.00 4 0 RC H14 H17 0.41 0.78

松林中学校 北西棟 S59 1,006.59 3 0 RC

松林中学校 南棟 S62 1,269.53 2 0 RC

松林中学校 屋内運動場棟 H10 1,396.70 2 0 RC

松林中学校 プール管理棟 H5 189.33 1 0 RC

西浜中学校 中棟 S46 1,132.62 4 0 RC H9 H13 0.39 0.85

西浜中学校 東棟 S57 703.84 4 0 RC

西浜中学校 西棟東側 S60 1,544.85 4 0 RC

西浜中学校 西棟西側 S62 1,124.91 3 0 RC

西浜中学校 屋内運動場棟 S41 771.75 2 0 RC H17 H19 0.36 0.89

西浜中学校 プール管理棟 H7 150.77 1 0 W
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松浪中学校 北棟西側 S36 1,237.82 3 0 RC H7 H16 0.39 0.77

松浪中学校 北棟中央 S36 819.00 3 0 RC H7 H16 0.39 0.77

松浪中学校 北棟東側 S37 698.00 3 0 RC H7 H16 0.39 0.77

松浪中学校 東棟北側 S40 673.00 3 0 RC H8 H16 0.34 0.76

松浪中学校 東棟南側 S59 477.96 3 0 RC

松浪中学校 屋内運動場棟 S42 746.00 2 0 RC H16 H18 0.33 0.85

梅田中学校 東棟東側 S36 1,329.00 3 0 RC H7 H9 0.43 0.74

梅田中学校 東棟中央 S37 515.00 3 0 RC H7 H9 0.43 0.74

梅田中学校 東棟西側 S38 841.00 3 0 RC H7 H9 0.43 0.74

梅田中学校 西棟東側 S54 252.45 3 0 RC H14 H17 0.53 0.80

梅田中学校 西棟西側 S56 1,059.66 3 0 RC H14 H17 0.53 0.80

梅田中学校 屋内運動場棟 S44 738.25 2 0 S H16 H18 0.22 1.33

鶴が台中学校 南西棟 S44 1,741.08 4 0 RC H8 H10 0.31 1.02

鶴が台中学校 南東棟 S46 676.94 4 0 RC H8 H10 0.31 1.02

鶴が台中学校 北西棟西側 S49 1,136.06 4 0 RC H13 H14 0.38 0.81

鶴が台中学校 北西棟東側 S52 689.80 4 0 RC H13 H14 0.38 0.81

鶴が台中学校 技術科室棟 S46 273.00 1 0 S H20 H21 0.64 0.75

鶴が台中学校 北東棟 S60 1,426.90 4 0 RC

鶴が台中学校 屋内運動場棟 S45 790.50 2 0 RC H16 H18 0.19 1.08

浜須賀中学校 北東棟 S49 1,019.91 3 0 RC H14 H16 0.77 0.81

浜須賀中学校 南棟 S49 2,962.23 4 0 RC H14 H15 0.44 0.76

浜須賀中学校 北棟中央 S54 989.16 3 0 RC H14 H16 0.69 0.85

浜須賀中学校 北西棟 S60 594.18 3 0 RC

浜須賀中学校 特別教室棟（渡り共） H6 682.38 3 0 RC

浜須賀中学校 屋内運動場棟 S50 874.52 2 0 S H17 H19 0.54 0.76

北陽中学校 西棟 S50 1,641.04 4 0 RC H14 H16 0.47 0.76

北陽中学校 東棟西側 S50 1,597.66 4 0 RC H14 H17 0.35 0.75

北陽中学校 東棟東側 S54 333.68 4 0 RC H14 H17 0.35 0.75

北陽中学校 特別教室棟 S60 594.40 4 0 RC

北陽中学校 屋内運動場棟 S51 838.80 2 0 S H17 H19 0.50 0.77

中島中学校 西棟 S50 2,034.90 4 0 RC H14 H17 0.35 0.76

中島中学校 東棟 S50 2,173.90 4 0 RC H14 H17 0.37 0.80

中島中学校 技術科室棟 S50 171.00 1 0 S H21 H22 0.52 0.77

中島中学校 屋内運動場棟 S52 805.00 2 0 S H17 H19 0.25 0.79

円蔵中学校 西棟 S55 1,886.16 4 0 RC

円蔵中学校 東棟西側 S55 1,723.00 4 0 RC

円蔵中学校 東棟東側 S58 329.60 4 0 RC

円蔵中学校
屋内運動場棟
・特別教室棟 S55 2,128.56 3 0 RC

赤羽根中学校 特別教室棟（北棟） S60 1,833.20 4 0 RC

赤羽根中学校 管理特別教室棟 S60 1,499.53 4 0 RC

赤羽根中学校 普通教室棟 S60 2,164.40 4 0 RC

赤羽根中学校
屋内運動場棟（プール
・特別教室含む）

S60 1,803.03 3 0 RC

萩園中学校
管理・特別・
普通教室棟 S60 4,545.60 4 0 RC

萩園中学校 特別教室棟 S60 755.69 3 0 RC

萩園中学校 屋内運動場棟 S61 824.48 2 0 S

萩園中学校 プール管理棟 S61 197.50 1 0 RC

※学校施設のIs値について

平成９年度に耐震改修工事を行った学校施設の改修後のIs値は、平成８年度に設計が完了しているため、文部科学省の

耐震改修基準に基づき、Is値０．７以上で設計されています。
平成１０年度以降に耐震改修工事を行った学校施設の改修後のIs値は、平成８年１０月２４日に制定された「官庁施設

の総合耐震計画基準」（建設大臣官房官庁営繕部監修）に基づき、Is値０．７５以上で設計されています。
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